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はじめに

本稿は、１８８７年（明治２０）以来、輸出向け羽二重、人絹、合繊とほぼ１００年の命脈を保ち存続した福

井長繊維織物産業集積における、主力製品が交替する最初の過程、すなわち人絹織物の登場とその定

着の過程に焦点を当てる。

福井における人絹糸の使用が文献に現れるのは、第一次大戦中の１９１６年（大正５）に福井県工業試験

場が交織物を試織したのが最初である。しかし、福井県織物同業組合の統計数値として人絹糸使用の

織物検査高がみられるのは１９２５年の緯人絹経綿交織物からである。さらに経緯共に人絹糸を使用する

双人絹織物の検査高がわかるのは１９２７年（昭和２）からだが、早くも翌２８年には交織物をはるかに凌ぐ

数量を記録し、新聞等にも「人絹万能時代」の言葉が散見されるようになる１）。

以後、人絹織物が福井産地の主要産品としての地位を占めるが、それは第二次大戦期の機業整備お

よび軍需工場転用を間にはさみ、１９６０年頃まで続く。本稿が対象とする時期は、上の「人絹万能時代」

の到来から１９３７年の日中戦争開始までの約１０年間である。さらに本稿では、この約１０年間を、１９３１年

＊福井大学教育地域科学部教授、福井県文書館記録資料アドバイザー
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１２月の日本の金輸出再禁止を境としてその前後に区分して考察する。前半は、世界大恐慌の深化の中

で大幅なコスト引下げを伴う製品価格の下落を通じて製品市場を確保し、同時に産地における人絹織

物の優位を形成する時期、また後半は、為替安を背景に輸出市場を拡大しつつ、製品の多様化・高級

化を含みながら産地の生産力がいわば横への拡張を示す時期と考えたい。

ところで、筆者は以前、１９００～１０年代の福井産地における力織機導入期において、技術革新、品質

改善、製品開発が産地全体として進行していく状況を、地域的産業集積が外的環境変化への適応力を

発揮する「テクノロジー空間」の形成と捉え、その凝集力の核としての公設機関、とりわけ福井県工

業試験場の役割について考察した２）。本稿の関心は、力織機導入期に形成された「テクノロジー空間」

が、羽二重から人絹へという大きな転換期においてどのように機能したか、という点にある。こうし

た視点から、あらかじめこの時期の特徴として銘記すべきことを、以下に指摘しておこう。

第一に、第二次大戦の前後にわたる福井人絹織物産地の展開の中で、市場環境に適応する標準的製

品の量産体制の確立という意味で真に重要であった技術革新は、次の三つである。すなわち、製織準

備工程における高速大量糊付整経を可能とするサイジング・マシンの導入、製織工程における高速連

続生産を促進する鉄製力織機及び自動織機への転換、そして染色仕上工程における人絹織物に柔軟性、

防縮・防皺性を施す樹脂加工技術の確立である。しかし、これらの技術革新はいずれも戦後に展開し

たものであり、戦前においてはそれぞれその萌芽が見られたにとどまる３）。

したがって、この時期の市場環境への技術的対応は、人絹原糸製造各社の人絹糸質の改善という、

産地にとっては外部の要因による所が大であり、産地内部では、糸使いや織物組織、意匠、また染色

や染柄といった織物の外観上の工夫が中心であったといってよい。

第二に、検査を通じた織物の製品基準の統一、及び工業試験場、学校等の公設機関を通じた技術の

普及・指導と人材育成といった、力織機導入期に行われた政策の枠組みは、そう大きくは変化してい

ない。

もちろん、１９２５年４月に重要輸出品工業組合法が公布され、工業組合による生産・販売統制、共同

事業が可能となっていた。人絹織物に関連する全国的な統制としては、１９３２年１月に日本輸出織物染

色工業組合連合会（染工連）が組織され人絹織物染色加工の数量割当と共同受注・共同集金を行い、ま

た３４年１１月に設立された日本人造絹織物工業組合連合会（人工連）が３６年１０月より品種別数量割当を開

始した４）。しかしながら、こうした統制は所期の効果をもたらさず、市場の圧力を緩和するどころか

むしろ、統制の存在ゆえに市場競争を加速する状況となっていたのである。したがって、この時期の

政策は、基本的に先行する時期を引き継ぎ、市場適応的な対応を原則とするものであった。

第三に、先の拙稿では、企業間や労使間におけるアモラルな競争を回避し相互のコミュニケーショ

ンや信頼感を維持するといった「協力」的なコミュニティの欠如が福井織物産地の特徴であることを

指摘した５）が、この点はこの時期においても変らない。

とくに、福井県織物同業組合（１９２５年１月、福井県絹織物同業組合より名称変更）の正副組長６）、評

議員、部長、代議員等の役職者選出にあたっては、他の各級議会の選挙にならって金権選挙や暴力沙

汰が展開され７）、また総会のたびに対立する派閥が旅館や温泉地に立て籠もって抗争を繰り広げるな

ど、無意味な混乱が慢性化していた。後には、増大する小機業家が生産統制方針に反対して繰り広げ
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る運動も目立つようになり、これは戦後復興と中小企業安定法下の数量調整の局面で発生する出来事

を予兆させる事態でもあった。

このように、この時期の「テクノロジー空間」は力織機導入期のそれを基本的に引き継ぎながらも、

技術展開そのものはまだ産地の発展を加速度的に促進する段階には達していなかった。

以下では、如上の「テクノロジー空間」の状況を踏まえつつ、福井産地において人絹への転換が比

較的にスムーズに進行した背景について考察した上で、人絹織物産地確立の２つの局面の特徴を述べ

ていきたい。

１．人絹への転換の背景

本章では、福井産地における１９２０年代末の人絹への転換を生み出した背景について、外的な市場環

境要因と産地の内部要因に注目して整理しておこう。

（１）１９２０年代の輸出絹織物関連市場の動向

まず、福井産地において輸出向け人絹織物が急成長した直接の要因は、１９２０年代末から３０年代前半

にかけて、イギリス領インド、オランダ領インド、海峡植民地、アフリカ、オーストラリアなど、イ

ンド洋沿岸・オセアニアの自治領・植民地地域へ人絹織物が集中的に輸出されたことにある。その際

に福井産地内部でどのようなことが起こったかは後に譲るとして、重要なことはこれら地域への絹織

物関連輸出自体が、１９２０年恐慌以降のアメリカ、イギリス、フランス等の従来の主要輸出先の不振と

対照的に、基本的には維持ないし増加の趨勢をみせていたことである。

表１は、１９２０年代の日本の絹織物主要輸出先別の輸出額の推移を示したものである。ちなみに、こ

の統計における絹織物の中には羽二重・縮緬だけでなく柞蚕糸使用の絹紬、絹紡糸使用の富士絹、さ

らには人絹糸使用の織物も含まれている。表１にみられるように、第一次大戦直後のピークに比べて

アメリカへの輸出は３分の１から４分の１へと大幅にその金額を減じているのを筆頭に、イギリス、

表１ 絹織物主要国別輸出額（１９１３、１９～３０年）
単位：１，０００円

アメリカ イギリス フランス 英領インド 蘭領インド オーストラリア
合 計

（その他を含む）

１９１３（大正２）年 ５，１９４ ７，６６４ ９，９６４ ８，９７１ ４９０ ２，０２５ ３９，３４７

１９１９（ ８） ６２，０７２ ２８，１９３ １５，４６４ １４，９９０ １，６１３ ９，３０２ １６２，４７６

１９２０（ ９） ４１，８１８ ２９，６１６ ９，７５３ １２，４６９ １，７６８ １９，７０７ １５８，４１６

１９２１（ １０） ３３，５２７ １３，２１３ ４，６３８ ６，０３３ １，８３６ １０，９０４ ８９，９３６

１９２２（ １１） ２６，６３４ ２０，３６８ ８，３９０ ９，５５８ １，２７６ １７，８２３ １１７，９２９

１９２３（ １２） ２１，２５３ １２，９００ ５，７７７ ６，８０６ ６２２ １４，１９８ ９２，３１９

１９２４（ １３） ２３，６３５ ２５，８７２ １０，０７６ １２，５３９ １，５６１ ２３，２８３ １２５，８４０

１９２５（ １４） ２１，０３７ １６，４７９ ６，９４６ １２，６５６ ２，０３３ ２４，６５９ １１６，９８５

１９２６（昭和１） ２２，２６４ １６，９５２ ６，３７６ １１，９８６ ２，２５６ ３０，４３６ １３３，０７１

１９２７（ ２） １８，１８９ １６，９１２ ８，２９０ １５，８４６ ２，４８６ ３２，５７８ １３９，６１５

１９２８（ ３） １５，４０７ ９，７３０ １０，０４１ １７，０７４ ３，３９２ ２８，３１４ １３４，０５９

１９２９（ ４） １４，７０３ １０，３２７ １０，７４５ ２４，７１７ ６，４０２ ２６，２７１ １４９，９５５

１９３０（ ５） ６，５２７ ６，２６３ ４，４０３ １６，７８２ ８，８８３ １３，７９７ １００，７１０

注 楫西光速編『現代日本産業発達史�繊維―上―』交詢社出版局、１９６４年１１月、付録表Ⅳ－６より作成。原資料は『明治大正国勢総覧』
および『日本統計年鑑』による。
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フランスも大きな減少を示している。これに対してオーストラリア、イギリス領インド、オランダ領

インドは２０年代前半には減退もみられるものの、なかば以降には大戦直後のピークを越えている。

オーストラリア、イギリス領インドの絹織物関連市場の拡大の背景としては次のようなことがあげ

られる。まず、すでに第一次大戦前よりこれらの地域では、農産物輸出貿易の拡大に伴う経済発展が

生み出した購買力の増加から、羽二重を中心とする日本からの絹織物輸入が趨勢的に拡大していた８）。

さらに加えて、大戦中に欧米先進工業諸国からの輸入が杜絶したことから国内市場向けの輸入代替工

業化が進み、都市化の進行と相俟って戦後における国内購買力が維持、拡大された９）。

もちろん、オーストラリアとインドの市場の差異も無視はできない。オーストラリアは白人中産階

級を中心とした市場であり、縮緬や富士絹といった絹織物需要が多くを占めている。これに対して、

インドは従来より紋羽二重を中心とする市場であったが、この期の発展は、インド市場へ急速に浸透

しインド及びイギリス綿業と激しい競争を演じた日本の綿織物輸出の拡大に付随したものであった。

日本の貿易商社、海運、銀行、そして日本政府がさまざまな便宜を働きかけたことも、大戦中・後の

インド市場の日本製品の販路拡大に大きく貢献した１０）。また福井産地との関連では、１９２３年（大正１１）

９月の関東大震災によって、日本の絹織物の対欧米輸出の窓口であった横浜が大打撃を受け、代って

アジアとの関連が相対的に強い神戸・大阪等の貿易商会が取引上の地位を上昇させたことも、市場の

シフトを促す大きな契機となった。

（２）他産地における人絹織物の先行的導入

日本の織物産地が人絹糸使用の産地を形成するのは、福井が最初ではない。福井における人絹織物

産地形成は、他産地で人絹応用織物の商品化の経験をふまえた、いわば「二番煎じ」１１）にあたるもの

であった。日本における人絹工業の勃興と人絹糸の織物産地への導入については、戦前の人絹工業に

関する包括的な研究である山崎廣明『日本化繊産業発達史論』を超えるものはないので、同書および

氏が当該時期の執筆を担当した日本化学繊維協会編『日本化学繊維産業史』に依拠して簡単に説明す

る１２）。

日本の人絹糸応用は、第一次大戦前の京都において、生糸座繰糸の代用品として輸入糸を利用した

リボン、細紐の製織から始まった。国産人絹糸の生産の試みは戦前から行われたが、戦中から戦後に

かけて第一次の人絹会社設立ブームを迎える。１９２０年（大正９）の戦後恐慌を経た後も、国内の人絹糸

応用は京都における組紐類が中心であったが、次第に肩掛け・洋傘といった交織物への応用が始まっ

た。先の注１１で指摘した坂井郡丸岡町の戸田政吉の取組みもその一つである。続いて大正末期には女

帯地へ応用されるようになった。女帯地製織の中心は当初の京都から桐生における大衆向け量産品へ

と移ったが、さらに桐生では生糸や綿糸を経糸にして人絹糸を緯糸に利用した朝鮮向け移出織物の量

産にも着手した。この結果、２７年（昭和２）の桐生織物同業組合の織物生産額に占める人絹帯地の生産

額は約４分の１、朝鮮向け移出織物の生産額は約８％に達していた。

このように大正末年から昭和初年にかけて桐生を中心に人絹糸需要が高まる中で、国産人絹糸の供

給が拡張し、またその過程で価格の急落も発生した。国内人絹糸消費に占める国産糸のシェアは１９２３

年には３分の２を占めるようになっていたが、２６年４月の人絹糸輸入関税の引上げを契機に国産糸の

優位が決定的となるとともに、三井物産、大日本紡績、倉敷紡績、東洋紡績といった財閥系商社や大
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紡績会社の人絹企業設立が始まり、また帝

国人絹、旭絹織の先行二社も工場の増設を

進めた。その結果、表２にみられるような

１９２６～２７年にかけての大幅な人絹糸の価格

下落が生じたのである。

こうした先行産地による市場開拓と技術

経験、そして国産人絹糸の供給力の拡大と

人絹糸価の大幅下落が、福井産地での人絹

糸利用の急速な普及の前提にあったことは

間違いない。

（３）輸出向け綿織物産地としての福井産地の発展

ここからは、福井産地で人絹糸利用が比較的スムーズに進行した内部要因に目を向けよう。

力織機導入期に形成された「テクノロジー空間」の中で、第一次大戦中・後のブーム期には、輸出

向け羽二重の急拡張に加えてフランス縮緬に代表される撚糸応用織物や変り織物、絹紬など、輸出向

け・内地向け共に多様な織物の製織が行われるようになっていた。羽二重の退潮後、絹紬、富士絹を

橋渡しにして人絹が登場する背景にはこうした製織の多様化がある。しかし、橋渡しの過程で短繊維

織物である綿織物、とりわけ輸出向けのそれが１９２０年代の前半の福井において大きな産地を形成する

動きがあったことは、あまり注目されることがない。この輸出向け綿織物の展開が人絹織物産地形成

に意外に重要な役割を果たす点は、もっと評価される必要がある。

第一次大戦前の福井県における綿織物生産は、丹生郡の石田縞に代表される内地向け先染織物が主

であったが、これは絹織物の産額と比べれば僅少なものに過ぎなかった。例えば１９１０年（明治４３）の福

井県統計書により産額を比較すると、絹織物の２２，５６０，１４５円に対し、綿織物は２７９，５８２円と前者の１％

強に過ぎなかった。ところが大戦中の１９１７年（大正６）から県産織物全般にわたる産額の急上昇が生じ

る中で、綿織物の相対的な伸びは大きく、ピークの１９年には、絹織物が１５６，８０９，８５２円であるのに対

し、綿織物は１２，１３９，２１０円で前者の７．７％にまで上昇した。この年の絹綿交織物の産額も５，５０２，１７６円

と、やはり絹織物に対する比率が高

まった（３．５％。ちなみに１９１０年は

４３４，５３７円で２％弱）。１９２０年恐慌後、

県産織物全体の産額が激減するが、

福井県統計書の数字の上で絹織物産

額が底となる１３）２５年には、絹織物が

６６，１６０，６３６円に対して、綿織物は

１２，００７，６３２円と前者の１８％強にまで

達するに至る（以上、表３）。綿織物

の成長は、産地内部の織物構成を変

化させただけではない。全国の綿織

表３ 絹織物・絹綿交織物・綿織物産額（１９１０、１８～２７年）
（単位：円）

表２ 生糸・綿糸・人絹糸価格（１９２１～２７年）
（年平均価格：４００ポンド当り円）

生糸 綿糸 人絹糸

１９２１（大正１０）年 １，１６６ ２６８ ４２３

１９２２（ １１） １，４２８ ２２４ ５１８

１９２３（ １２） １，５０６ ２１１ ４５２

１９２４（ １３） １，３３５ ２２３ ３８５

１９２５（ １４） １，４６８ ２２８ ３７６

１９２６（昭和１） １，１８５ １７６ ３２９

１９２７（ ２） １，０３１ １５８ ２５５

絹織物 絹綿交織物 綿織物

１９１０（明治４３）年 ２２，５６０，１４５ ４３４，５３７ ２７９，５８２

１９１８（大正７） ９６，６９１，６１８ ３，３９８，８５２ ４，９７０，２８３

１９１９（ ８） １５６，８０９，８５２ ５，５０２，１７６ １２，１３９，２１０

１９２０（ ９） １０９，０６７，４８８ ２，９６５，７９４ ２，１８２，４２５

１９２１（ １０） ９８，２９９，３９５ ５，７４０，３９８ ６，０１７，７４２

１９２２（ １１） ７４，１４３，６６６ ４，３３７，４６０ ８，０７８，９３９

１９２３（ １２） ７６，５４１，５９８ ３，７２２，３３０ ７，９３４，３３９

１９２４（ １３） ７１，５６６，３８８ ９，４６１，９５５ ６，４５４，２６１

１９２５（ １４） ６６，１６０，６３６ ２，４０８，１１０ １２，００７，６３２

１９２６（昭和１） ７３，９５７，５９５ ３，４２２，６９６ １０，３０７，５０４

１９２７（ ２） ７１，３４１，７５５ ８，７０４，４４２ ７，９９４，７５１

注 日本化学繊維協会編『日本化学繊維産業史』１９７４年１２月、６５頁。

注 『福井県史 資料編１７統計』１９９３年３月、第３３７～４３表による。
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物産地の中でも福井産地の伸びは著しいものがあり、松井文太郎福井県織物同業組合長によれば、日

本輸出綿織物同業組合連合会加盟の全国４７組合で、２４年の綿織物産額は、和歌山、泉南、今治に次い

で第４位、翌２５年には第３位となっていた１４）。

こうした短期間の綿織物の成長は、輸出向け綿織物が主導するものであった。その嚆矢は、１９１６年

に福井市外立矢に創業し豊田式力織機２００台を設置し、朝鮮、中国向けに粗布・金巾等を製織した福

井紡織株式会社であった。同社は紡織兼営を行い、２０年には名古屋の服部商店に吸収され服部商店福

井紡績工場となった。その後輸出向け綿織物の中で福井産地の主力商品となったのは中国向けの綿ポ

プリンである。ポプリンは粗布・金巾同様の平織物で、緯糸に経糸より太い糸を用いて横畝状を現わ

すものであるが、福井産地の綿ポプリンはジャカードを使用して紋模様を織り出す中番手物の紋ポプ

リンであった１５）。福井市の清水善之丞商店等が輸出に力を注ぎ、従来、紋羽二重の主要産地であった

吉田郡を中心に、２０年以降、この紋ポプリンが「黄金時代を現出」１６）した。

結果的には輸出向け綿織物の隆盛は、羽二重から人絹へという福井産地の主力製品の交替劇の幕間

狂言にもみえるが、実のところ、福井産地における人絹使用の定着にとって、以下のように非常に重

要な意味を持つものであった。

福井産地の人絹使用が盛んになったのは、先行内地向け産地のように絹糸との交織物としてではな

く、綿糸との交織物としてであった。先行産地の場合は高級品である絹物組紐や帯地の安価な普及品

として絹人絹交織物が発展したが、福井では輸出向け羽二重市場の衰退を眼前にして、絹物に人絹糸

を混織することは羽二重の声価を損なうものとして忌避する向きがあった。

福井における人絹糸応用織物の商品化の先駆者である戸田政吉が１９２２年に福井県絹織物同業組合に

意匠登録した人絹交織物の保護期間が切れると、２４年に大野町の斉藤重雄が経絹緯人絹撚糸の交織縮

緬を、また鯖江町の佐々木徳右衛門が経絹緯人絹の交織羽二重を製織した。しかし組合をはじめ当時

の業界関係者の多くは、絹織物の生産地として名のある福井で人絹との交織を奨励するのはかえって

輸出先での不評を買いかねないとの懸念を抱いた１７）。

絹との交織に警戒感が先立ったこともあり、人絹応用の交織物は、綿糸との交織が先行することに

なった。とくにそれは、当時中国向け紋ポプリンの主要な製織地であった吉田郡森田村、松岡町を中

心とした地域で進捗した。糸の強度の低さゆえに緯糸利用から始まった綿交織は、糸の改善もあって

経糸に人絹を応用するようになり、１９２６年頃には経緯双方に人絹糸を用いる双人絹織物の製織へと急

速に展開したのである。

ところで、この時期の吉田郡を中心とする輸出向け綿織物産地では、多くが絹用の力織機を転用す

る形で製織していた。絹用力織機は１分間の打込み数が１３０～４０回とスピードが遅く、かつ輸出向け

の広幅織機であったから、細番手の輸出向け綿織物製織への適用は比較的容易であった１８）。したがっ

て、絹用力織機を用いた中～細番手の紋ポプリン製織に人絹糸を応用することは、人絹糸の耐水性や

強度の弱さから糸繰りや管巻き、糊付・整経など準備工程に注意を要したものの、製織上、そう困難

なことではなかった。むしろ人絹糸を交えることにより、紋ポプリンの外観に異彩が生じ、高級感を

生むこととなった。

このように福井産地における人絹は、高級品である絹織物の代用品、すなわち先進国や日本国内の
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大衆向け普及品として導入されたのではなく、大衆品である綿織物の亜種として後発国市場向けに導

入されたのであった。

なお、福井産地における人絹織物検査が綿織物検査の延長上に行われたことも、こうした経緯を反

映したものである。１９１９年７月に日本輸出綿織物同業組合連合会が創設され、同時に福井県絹織物同

業組合内に連合会福井支部検査所が設置された。同検査所では農商務省令で公布された輸出綿織物取

締規則中の検査品目について検査を行った。この福井支部検査所における「連合会検査」品目は、検

査開始当初は綿ポプリン類、綿小倉織類、縞綿布類、綿六ツ綾類の４種であったが、その後の追加検

査規程によって綾綿布類、綿朱子類、その他綿布類が加わった。さらに、連合会検査品種以外の輸出

綿織物の増加により、県織物同業組合では組合定款を改正して、これらに対し綿連合会からの委託検

査を実施し、支部検査所職員がこれを執行することとなった。この「組合検査」品目には、絹綿交織

物類、人絹綿交織物類、人絹織物、人絹毛織物、その他の織物があげられた。検査では精練・染色・

仕上を施す前後において、いわゆる整理前検査と整理後検査とが行われた。後に３１年（昭和６）１２月に

人絹織物は連合会検査に加えられ、さらに３３年１０月の輸出絹織物取締法施行規則の改正に伴い、輸出

人絹織物の検査は国営となるが、福井では整理前検査のみ織物同業組合が代行検査という形で検査を

継続実施することとなったのである。

綿織物産地としての発展がもたらした人絹転換への意義については、さらに二つの点があげられる。

一つは、福井の輸出向け綿織物の中心が紋織物であったということが、幸運にも過去において紋羽二

重の重要な輸出先であったイギリス領インドへの進出につながったことである。もう一つは、綿織物

の隆盛に伴い、従来京都、大阪の染色業者に委託していた製織後の染色・仕上工程を産地内に確立す

る動きが起こり、精練業が確立していた福井産地の製織後工程に新たに染色工程が加わる契機となっ

た点である。これらの点については後に改めて論じたい。

（４）福井県工業試験場の相対的な地位低下

力織機導入期における福井県工業試験場の業務は、ａ．産地への新規設備導入のパイロット・プラ

ント的役割とこれに関連する熟練工の養成、ｂ．品質改善のための技術研究、ｃ．新規織物情報の獲

得と試織、および当業者の依頼による加工、ｄ．県下機業家に対する実地指導、など多岐にわたった。

とくに第一次大戦期になると、ｃ．に関連する業務が中心となり、フランス縮緬をはじめとして、生

糸、柞蚕糸、絹紡糸、綿糸を利用した各種織物組織や撚糸応用の変り織など多種多様な織物開発の取

組みが進み、先述の綿織物の発展もその一コマであった１９）。

人絹織物の商品開発においても、一定の貢献を行ったであろうことは、各年度の「業務工程報告」２０）

に記載される試織試験の報告から推測できる。ただし、この報告には結果が明らかになったもののみ

が記載されるのかも知れないが、人絹糸応用織物試験の件数は意外に少なく、１９１６（大正５）・１７、２０

・２１の各年度に１件、２２年度も２件に過ぎない。既に２１年に戸田政吉の意匠登録が行われており、福

井の他の機業家が消極的にならざるを得なかったし、工業試験場自身、絹織物の声価の低下を懸念す

る業界の雰囲気を反映して人絹への取組みにためらいがあったとも考えられる。

ようやく各種の人絹応用織物の試織が記載されるのは、１１件の記載がある１９２３年度からで、翌２４年

度の「業務工程報告」には「人絹の輪郭」というタイトルで人絹の歴史、市場、特性と取扱上の注意
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点などが詳しくまとめられた上で経人絹緯綿ポプリン、人絹交織ボイルなど１３件の試織例が紹介され

ている。綿織物産地の吉田郡やその周辺の福井市、坂井郡で進行する人絹綿交織物や双人絹織物の試

織熱の高まりに対応したものと言えよう。

この期にはａ．のパイロット・プラント的な役割を演じることはなかったし、力織機導入期にみら

れた工業試験場の人材のスピン・アウトも、一例を除いて判明していない。大戦期に試験場の業務が

ある程度安定的なものになるにつれ、試験場の技術者もかなり固定化の様相を示し、人員がそれほど

増えない中で長期勤続者が多くなったのである。唯一の人材流出は、工業試験場で染色・整理研究を

行っていた前川平吉技手のケースである。前川は、１９２７年（昭和２）初めの福井染色株式会社の綿織物

染色工場の立上げの際に試験場より二週間出張し、大阪稲畑商店から招聘した染色技術者と共に技術

指導を行った。その翌月、彼は工業試験場を辞して第一染色株式会社を創立し、技師長として人絹織

物の染色さらには機械捺染に取り組んだ２１）。

他方で、工業試験場に対する不信も生じていた。とくに１９２５年に退職した伊勢鉾三技師が在職中に

取得した人絹ボイル織物に関する実用新案について、後にその実施権が有力機業家に移転し、類似品

を製織する他の機業家との紛糾を引き起こしたことも、工業試験場の公平性を疑わせる事件であった。

こうした非難と併せて、試験場がいたずらに新奇さを追うだけで何ら当業者への貢献がないとの批判

もみられた２２）。

また県の財政難もあり、積極的な設備購入ができなかった点も、当業者にとって工業試験場に対す

る不満を生む背景となったようである。１９２１年度以降の「業務工程報告」に記載される年度中の主要

機械の増設についてみると、人絹勃興に先立つ時期では、２１年度に捺染機（和歌山鉄工製、７，３５０円）、

２３年度にテンタリングマシン（幅出機、足立機械製作所製、３，０２５円）、２４年度にジッカー（染色機、由

利製作所製、３００円）、２６年度にボイラー、煙突（計約６，０００円）といった整理仕上工程の設備機械の増

設が目立つが、人絹織物の成長が著しく試験場付設のこれらの機械では技術的に追いつかなくなるケ

ースも生じていた。例えば３０年頃から捺染製品の需要が高まったが、人絹は生地の性質上捺染が難し

く、試験場付設の捺染機では不向きなのに一向に設備更新がなされないことに不満の声が上がった２３）。

１９２８年になるとワープツィスティングインマシン（撚糸整経機か？２，０００円）、自動筬通機（６００円）の

輸入準備機械、翌２９年には豊田自動織機、津田式、壽式、松川式等の鉄製力織機など新式の力織機を

１０台近く設置し、その他機械設備と併せて６，０００円近い額の機械を購入した。このように、製織コス

ト削減につながるような生産性の高い織機を設置し、当業者に範を示さんとする動きがみられるよう

になるのは、福井における人絹の普及がある程度進捗した後のことであった。

２．産地形成期（金輸出再禁止以前）

（１）概観

まず、大正末期から昭和戦前期の人絹織物生産に関する統計数値から、福井産地における人絹織物

の展開を概観しておこう。表４は、組合検査実績として計上された綿織物、綿人絹交織物、双人絹織

物の生産高の推移を示したものである。双人絹織物は１９２７年（昭和２）から計上されており、既にこの

年に緯人経綿交織物、経人緯綿交織物の生産高を若干上回っている。その後の双人絹織物の伸びは急
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速で、翌２８年には数量で輸出向け羽二重に肩を並べ、価額で綿織物および綿人絹交織物の合計額を凌

ぐ。数量面では３３年に伸びが停滞するものの、その他の時期は概ね年間２～３００万反の伸びとなって

おり、世界大恐慌がスパイラル的な深化の途へと踏み込んだ３１年も前年に比べ約１５０万反の増加とな

っている。一方、価額の推移を見ると、３０・３１年の伸びが数量の伸びに比して小さくなっており、と

りわけ３１年の数量と価額の伸びの乖離が著しい。また３５年は数量の伸びが顕著である反面、価額の減

少も著しい。要するに、これらの年には明らかに人絹織物の価格が大きく下落していることになる。

このような推移から、福井産地における人絹織物の確立過程は、２７・２８年の双人絹織物の普及に始ま

表４ 輸出向け綿織物・人絹織物検査高（１９１９～３５年）
（単位：反、円）

表５ 日本製人絹織物主要仕向先別輸移出高（１９２８～３７年）
（単位：千平方ヤード）

綿織物（連合会の部） 綿織物（組合の部） 経人緯綿交織物 緯人経綿交織物 双人絹織物

数 量 価 格 数 量 価 格 数 量 価 格 数 量 価 格 数 量 価 格

１９１９（大正８）年 ２１，９２１ ― ― ― ― ― ― ― ― ―

１９２０（ ９） ５１，５２０１，４２６，３９９ １０，９０９ ２２２，２４１ ― ― ― ― ― ―

１９２１（ １０） １０９，０１７１，６８９，７６９ ４５，３５９１，０８７，０３０ ― ― ― ― ― ―

１９２２（ １１） ３４２，９０７４，４４４，８９６ ７８，９８８１，６６７，３６３ ― ― ― ― ― ―

１９２３（ １２） ４４０，２４８４，２０５，０２３ ２３０，１８５２，４７５，８０３ ― ― ― ― ― ―

１９２４（ １３） ４２５，０３８４，３２２，７６０ ６９０，６５２７，５９５，３５３ ― ― ― ― ― ―

１９２５（ １４） ７１５，６０４７，８３３，３０２ ８７１，６５５９，７１２，１６７ ― ― ３７，３２０ ６１８，５４７ ― ―

１９２６（昭和１） ７８５，０３１６，９７７，１８２ ８３７，３４２７，５０１，９２８ ― ― １２１，４９２１，８４６，１２９ ― ―

１９２７（ ２） ６６０，７６７４，９４０，６１３ ６４，０６７ ８２９，２６２ ７６，４７６ ９０１，３１４ ９２，５０７ ９４３，４５９ １１３，１３１ １，９３０，５４３

１９２８（ ３） ６６２，３９３５，１２９，８０６ ３７，９９８ ５１３，１９１ １２８，５４６１，７１８，２９２ ３０，７３５ ３１１，５２０ ４７５，７２０ ７，０６５，２６９

１９２９（ ４） ４８８，３８１３，２２０，５４２ ２７，６８４ ４０５，８２９ １８３，３６２２，１９９，０９７ １，５８１ １３，５１９ １，７８４，８６８１７，４２０，４９８

１９３０（ ５） ３２１，２４７１，４１５，８５２ １１，８９３ ２８４，３０６ ８４，１２５ ７２２，４４９ １６，６９３ ９０，７２１ ３，６２２，６１４２５，１９０，８２０

１９３１（ ６） ３０４，０２４１，００２，９３０ ９，４８８ １２１，４３１ ― ― ― ― ５，１００，５６３２６，０８７，６２５

１９３２（ ７） ３５４，８１２１，１７５，８７９ ７，４６６ １０７，０６１ ― ― ― ― ７，８４９，７３０４４，５２２，３６１

１９３３（ ８） ４８０，８２１１，７６３，４７１ ２５，８３４ ２７７，８１７ ― ― ― ― ８，３９０，９９３４７，４８６，２８７

１９３４（ ９） ４６４，１１３１，７２９，５６２ ３，５１６ ７２，９３９ ― ― ― ― １０，９２９，５２６６４，７６１，７７４

１９３５（ １０） ４４２，９５５１，４７１，６６６ １７，０９７ １１１，４８７ ― ― ― ― １３，９６３，５３３５２，７６７，４６１

１９２８年 ２９ ３０（上期） ３１ ３２ ３３ ３４ ３５ ３６ ３７

朝鮮 ① ８，３７５ ①１１，３１５ ② ７，０９０ ③１９，５８７ ③２８，１４０ ③３８，４５０ ③４６，３０９ ①７９，１１０ ①９４，３５８ ①１１３，７２１

関東州 ⑤ １，９６２ ３，５６９ ３５４ ３９６ １，１９３ ５，００８ １４，８０８ ⑤２６，５２１ ④５６，６２８ ⑤３９，３２９

支那 ④ ２，２１５ ⑤ ６，００９ １，０６０ ９４４ １０１ ５４ １２３ １４５ １，６９０ ５，１３７

香港 ② ２，５５８ ５，９７０ ２，０５６ ３，９６８ ２７５ ７５９ ２，２０１ １２，８９３ ２６，９８７ ２７，２５２

海峡植民地 １，１１８ ③ ６，９７９ ⑤ ５，７１６ ７，４３４ ８，５４２ １１，６４３ １０，７３５ ５，９９７ ９，６８３ １１，０２１

フィリピン ③ ２，４２９ ５，３２５ ④ ６，２４９ ⑤ ８，６８９ ６，６７４ ２，９２０ ６，０７５ １８，７１９ ３５，４４３ ２５，３０３

蘭印 ７４７ ④ ６，４９６ ③ ６，９６１ ②２７，４９６ ②５９，３９３ ②６０，８０３ ②４６，７２６ ④４９，９８７ ⑤５１，５５６ ③４６，７８０

インド １，８４５ ②１１，２４４ ①１４，８１１ ①６１，３５４ ①９２，５７２ ①６２，００７ ①７６，２８３ ②７４，６８７ ②９２，０８１ ②９４，８５４

南ア連邦 ④ ９，５４４ ⑤１２，１９０ ９，７０３ １３，７６８ １２，７５１ １４，２６９ １６，９０３

エジプト ④１９，７９５ ⑤１６，２０６ ⑤２６，４５３ ２０，０３２ １０，９０９ ３，７６０

オーストラリア １，２５８ ８，３１９ ④２１，１５１ ④４２，９８８ ③６５，８０１ ③５８，４６８ ④４２，３４５

合計（その他を含む） ２１，４０５ ５８，８９５ ５５，４１６ １５９，１０４ ２６９，７０５ ２９８，５０４ ３９１，９６５ ５０３，２７１ ６２２，２９９ ５９８，８１９

注 福井県織物同業組合『五十年史』１９３７年９月、３０５～０７、３１８頁。

注 山崎廣明『日本化繊産業発達史論』１９７５年１２月、１７６頁、第５２表による。
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り織物価格の顕著な下落を通して輸出向け織物の地歩を獲得していく３１年までの過程と、３２年の急速

な回復に始まる織物価格の下落を伴った持続的な拡張過程とに分けて考察することが適当であろう。

日本の人絹織物輸移出の仕向地別の推移については、この期間の全体をカバーし、かつ朝鮮移出も

含む数値である、山崎氏の作成した表５を借用しよう。ただし、これは１９３０年の下半期を欠いたもの

なので注意されたい。表５は輸出数量データであり価額の増減を示したものではないが、およそ次の

ような仕向先の変遷がわかる。初期の人絹織物輸出は朝鮮移出を筆頭として東アジア地域が主たる仕

向先であったが、２９年以降イギリス領インドとそれに次ぐオランダ領インドの伸びが顕著になる。ま

たエジプトや南ア連邦、表にはないが東アフリカへの輸出も伸びており、これらの地方へのインド経

由の再輸出もあったから、いわゆるインド洋沿岸地域が人絹確立期における主要市場であった。２９年

から３３年までは、福井県の輸出額が全国の７割強を占めており２４）、インド洋沿岸への進出の大宗は福

井県産の人絹織物であったといえる。しかしながら、３３年以降、イギリス領インドの大幅関税引上げ

やオランダ領インドの輸入制限措置など、インド洋沿岸地域をはじめとするアフリカ、オセアニア、

中南米地域への輸出が頭打ちとなり、代って３５年以降、朝鮮や関東州および満州国といった円貨圏へ

の輸出が重要性を高めたのである２５）。

（２）産地形成期の諸局面

１９３１年（昭和６）までの福井産地における人絹織物の展開は、以下のような諸局面に分けられる。

ａ．まず１９２８年春までの双人絹織物普及の開始局面である。当初、２６年（大正１５）から製織されはじめ

た双人絹織物は、綿人絹交織物を凌ぎつつ、桐生産地の後追いをして朝鮮、台湾、中国、満州向け

に市場を拡大した。しかしながら２７年の秋には、早くも広幅人絹応用織物のインド、南洋方面への

発展が始まっていた。同年末の朝鮮の騒動に伴い朝鮮への移出取引が停止した際には、「両毛地方

の朝鮮向専門に対し本県の人絹織物界は朝鮮支那、印度、南洋方面といふ風に相当販路拡大されて

いる」ので「前途余り悲観はされていない」が、とはいえ人絹織物の「五割位を移出している関係

上影響を免れぬ形勢にある」と『福井新聞』は報じている２６）。２８年に入ってもインド、南洋方面へ

の輸出の増勢は続いた。

ｂ．次の局面は、２８年４月後半から同年秋までの短い不調局面である。インドの需要閑散季に加えて

第二次山東出浜、済南事件を契機とした中国の日貨排斥の動きが人絹織物輸出需要の減退を招いた

のである。『福井新聞』には、「悲風惨雨の人絹界」（４月２５日）、「悲境に彷徨する人絹織物、新安

値現出。ヤケ気味の投げ出し続出で今のところ局面展開至難」（６月２７日）などの見出しが散見され

る。しかしながら、６月１日に福井市内の機業家が工賃１割引下げの申合せを行ったものの、引下

げによって織工が他機業に争奪されることを恐れ、８月に入っても殆ど実施されないといった状

態２７）で、機業の採算の悪化が続いた。

ｃ．９月に入ると、Ｃ級、Ｂ級といった下物の人絹糸を使用した安価な織物がインド向けに売れ始め、

本格的なインド向け輸出の拡張局面が翌１９２９年５月まで展開される。この拡張の中心は、吉田郡を

中心としたジャカード使用の人絹紋織物で、これに伴い紋紙業者やジャカード機製造業者は注文に

応じ切れない盛況となった。半木製（１基８～９０円）の旧式のものでは速度が足りず紋柄も小さいた

め、倍の値段の鉄製ジャカードの据付が進んだ２８）。もともと第一次大戦前からインドは紋羽二重の
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主要消費地であり、また吉田郡はその紋羽二重の主産地であったが、そうした過去のつながりが再

現したのである２９）。

また、人絹織物産地は吉田郡、福井市、坂井郡にとどまらず、羽二重産地であった大野、勝山等

にも拡がりはじめた。大野織物産業組合では、組合長の斉藤重雄が率先して組合員４８戸の人絹への

全面転換を唱え、関西の人絹糸工場や特約店などを視察し、共同購入、共同販売の取組みに着手し

た。軽目羽二重が中心の勝山でも勝山機業兄弟合資会社で織機１００台を人絹製織に当てるなど、人

絹平織に着手する機業が現われ始めた３０）。

ｄ．２９年の春、インドが梅雨を控えて需要閑散季に入り、朝鮮における反日運動の高まりから朝鮮向

け移出織物の契約不履行が発生した。さらに人絹糸価の下落に連動して織物価格が下落し始めると、

織物の安値叩き売りが起り、人絹織物の採算は一挙に悪化した。５月１５日の県人絹綿布同盟会では、

織機の半休操短と賃金２割引下げが決議されたが、実際に実施されたのは後者であり、以後、１９３１

年末に至るまで、この５月を含め４度にわたる賃下げが決議されるという、長期にわたる継続的な

コスト削減局面を迎える。

各機業家は、製品価格の継続的な下落に直面して採算が悪化しながらも、コスト削減を図りつつ、

結果的に増産を重ねることになった。先に人絹への転換を進めた大野組合でも人絹への進出は一進

一退の状況であったし、勝山兄弟会社の『営業報告書』には、「人絹類織物も之亦原料相場の騰落

著しく不意不振に経過せり。要するに本期は甚だしき受難時代なりしも悪戦苦闘」（第１９期昭和４年

２月～５年１月）、「内地向絹織物は売行の衰退著しく…故に力めて輸出向羽二重及び人絹類織物に

力を注ぎたれ共売行至極不振にして一方原料は買へば『下がる下がる』の苦戦を続け製品も従って

暴落」（第２０期昭和５年２月～６年１月）と人絹織物の不調ぶりが記載された。

しかしながら、この局面で重要なことは、最大の輸出先であるインドで日本製の人絹織物が健闘

したという事実である。インドは１９２０年代末から世界農業不況の影響を受けて一次産品輸出が減退

基調にあり、これが輸入の縮小を招いていた。とりわけ３０年から３１年にかけての貿易収支の悪化は

著しく、３１年の６月にはイギリス本国への債務返済が困難になるルピー危機が発生する状況にあっ

た３１）。当然、人絹織物の売行きも不振を極めた３２）。しかしながら日本の人絹織物は、表６にみられ

るように、安価を武器に、ヨーロッパ諸国を完全にインド市場から駆逐する形で輸出数量を伸ばし

ていったのである。

（３）産地内の人絹製織分布

まず、明らかにこの時期の人絹製織をリードした品種は紋織物であった。表７によれば、１９２８年

（昭和３）には８８．０％、翌２９年には７８．８％と、双人絹織物の大部分が紋織物であることがわかる。３０年

以降、平織物やボイルといった品種の拡大を反映して紋織物の比率は下がるが、３１年でもほぼ半数が

紋織物となっている。

表８は、１９３０年６月の人絹織物整理前検査高を郡市別・品種別に整理したものである。

この時期もやはり紋織物が双人絹総生産高の６０．１％と６割を占めており、この時期の発展がインド

を筆頭市場とする紋織物生産が中心であったことを示している。次いで双人平織物が２４．０％で、これ

はこの時期の捺染物の発展をある程度反映したものであろう。他の生産高は取るに足りない。とりわ
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け縮緬からボイルまではいわゆる撚糸

応用織物であり、後の時期には比重を

高めることになるが、この時期は双人

ボイルにやや先行的な発展が見られる

程度である。先の伊勢元県工業試験場

技師の実用新案になる人絹ボイル織物

は、１９２８年夏ごろから実施権者である

福井市の八木與三郎のもとで、シャツ

地・子供洋服地・婦人用下着地・半襟

などの用途で人気を集めた。ちょうど

表８の時期にあたる３０年なかばごろ、

理由は不明だが、権利保有者の伊勢夫

人と八木との関係が「断絶」し、同じ

福井市の有力機業家中島與作、土田幸

作の両名（共にこの後福井県織物同業

組合長に就任する）に実施権が移転し

た。そしてこの両名の下に人絹ボイル

組合（任意組合）が結成され、同組合による生産・販売統制が実施された。

郡市別に見ると、過半を占める双人紋織物の首位（２９．０％）は森田、松岡、志比堺等の産地を抱える

吉田郡で、同郡は戦前には紋羽二重、戦後には綿紋ポプリンの主産地であり、綿人絹交織紋ポプリン

を経て双人紋の先進地となった。これに次いで吉田郡に隣接する坂井郡および福井市が、さらに今立

郡、足羽郡が続いている。平織物も吉田郡が高いシェア（３７．７％）を占めており、これも吉田郡の先進

性が示されている。双人ボイルについては、上述の事情により福井市が首位を占め、さらに吉田郡と

表６ イギリス領インドの人絹織物輸入数量
（単位：平方ヤード）

表７ 双人紋織物生産高（１９２８～３１年）
（単位：反）

表８ 輸出向け双人絹織物検査高（品種別・郡市別、１９３０年６月）
（単位：反）

１９３１年１～１１月 （対前年同期増減）

日本 ６８，４８２，０７７ （＋３８，３７０，８７４）

イタリア ６，１００，６７９ （－ １，３９１，１０４）

英国 １，１９７，５０１ （－ ２，６５８，３１２）

ドイツ ２２４，４６３ （－ ２１２，５０９）

オーストリア ２７１，０２０ （－ ９５９，３８６）

ベルギー １２２，１８５ （－ １８６，３８０）

スイス ２，０２４，９９２ （－ ３，６１５，３８５）

その他 ６６６，４１４ （－ １，２８２，７１９）

合 計 ７９，０８９，３３１ （＋２８，０６５，０７８）

双人絹織物 うち紋織物 （比率％）

１９２８（昭和３）年 ４７３，６２２ ４１６，７５０ ８８．０

１９２９（ ４） １，７８２，９１４ １，４０５，４７６ ７８．８

１９３０（ ５） ３，６３２，６１４ ２，０５６，２５１ ５６．６

１９３１（ ６） ５，１００，５６３ ２，５２７，６３２ ４９．６

福井 足羽 吉田 坂井 大野 丹生 今立 合計 品種別シェア（％）

紋 ２７，５９５ １４，３９８ ４０，８３９ ３０，９３５ ７，３８１ １，９８９ １７，４５０ １４０，５８７ ６０．１

平 １１，６６７ ３，１２４ ２１，２４２ ４，４７３ ８，２６７ ７，５０９ ５６，２８２ ２４．０

綾 １４ ３，８６８ ３９８ １０ ４，２９０ １．８

朱子 ２６４ ２ ３，９４８ ５２８ ２９０ ３９９ ５，５３１ ２．４

縞 ５９５ ５，０３１ ５０８ ３０ ４５ １５１ ６，３６０ ２．７

絽 ５４７ １３１ ９９４ ９，６６２ １，３８０ １３１ １２，７４７ ５．４

縮緬 １６ ３ ６３ ８２ ０．０

壁 ２ ２０ ４６ ６８ ０．０

ジョーゼット ６４ ７００ ７６４ ０．３

パレス １６ １２８ １６ ４ １４４ ０．１

ボイル ２，４９９ １０８ １，７３４ ４０６ １，７７４ １０ ６，５３１ ２．８

先染 １３０ ２８ ４３１ ９４ ６８３ ０．３

合計 ４３，３４５ １７，７９１ ７７，８６８ ４８，１０６ １９，１８９ ２，０３４ ２５，７５４ ２３４，０６９ １００．０

郡市別シェア（％） １８．５ ７．６ ３３．３ ２０．６ ８．２ ０．９ １１．０ １００．０

注 『福井新聞』１９３２年２月１６日による。

注 『福井新聞』１９３３年１月１０日による。

注 『福井新聞』１９３０年７月１０日による。
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並んで、後に撚糸物が盛んになる大野郡がこれに次ぐ。なお、坂井郡で双人絽織物で高いシェアを示

しているが、これは同郡の春江産地が内地向け織物と兼ねた産地だからであろう。

このように、多品種化の兆しが見え始めているものの、この時期の福井産地は、人絹織物への転換

を主導した吉田郡の紋織物が大きな地位を占めていたのである。

（４）コスト切下げ局面の実態

［１］ここでは、先のｄ．の継続的なコスト切下げ局面について、その具体的な状況をみてみたい。

人絹織物価格と原料人絹糸価格の推移を示したのが表９である。この時期、原料人絹糸の価格は有

名なオッパ取引の下で乱高下しており、織物価格もこれに連動する形で短期的な変動を繰り返してい

たが、ここではやや中期的な価格の趨勢を示した方がわかりよいので、年平均という価格指標として

は大まかな指標により比較している。

１９２８年（昭和３）の年平均価格を１００とした指数に注目すると、人絹糸（帝人１５０デニールＢ、１００ポン

ド）が３１年に４３．４に下落しているのに対して、人絹織物は双人紋織物（１疋）が３５．２、双人平織物（同）

が３４．０と、織物価格の下落の程度が糸価のそれを上回っていることがわかる。

人絹糸価の下落は、先に述べた１９２６～２７年にかけての大幅下落の後も、趨勢としては下がり続けた。

とりわけ、この期の人絹原糸メーカーでは、１９３０年に帝人がダイヤ、旭絹織が旭マルチと相次いで単

糸の細い特殊糸を売り出し人絹糸の高級化が始まるとともに、工程の連続化、設備の大型化、紡糸速

度の上昇、原料・薬品の原単位の低下といった工程面でのコストを引き下げる技術革新が生じていた。

併せて職工の賃金水準についてこの期間全体を通じて２割程度の切下げが可能となり３３）、これらが人

絹糸価の継続的な大幅下落をもたらしていた。しかしながら、他方で原糸メーカーの団体である人絹

連合会は、２９年１２月から１０％の操短を開始した。以後３０年７～１２月に２０％、３１年１月に１５％、同年２

～９月に１０％と操短を継続し、同年９月のイギリスの金本位制停止後の１０月には操短率２０％プラス共

同保管１０％、１１～１２月に同３０％プラス１５％と生産制限が強化された。人絹糸価は趨勢としては大幅に

下落したものの、こうしたカルテル行動により下落の程度が若干緩和されたと考えられる。

これに対して人絹織物については、後にみるようにたびたび県下各産地の機業家団体が同盟休機を

決議したものの、多くは新旧正月休みや農繁期、盆休みといった例年の休業期間に合わせて実施され

る程度で、実際に決議が十全に守られることはなかった。むしろ、先にみた数量ベースでの輸出の伸

びからもわかるように、この時期には生産数量の大幅な増加が生じたのであり、織物価格が糸価を上

表９ 人絹織物・人絹糸価格の推移（１９２７～３２年、年平均価格）

紋織物（円） 同指数 平織物（円） 同指数 人絹糸（円） 同指数

１９２７（昭和２）年 ３０．０ １１１．１ ２８．０ １１２．０ ２４９．０ １０９．２

１９２８（ ３） ２７．０ １００．０ ２５．０ １００．０ ２２８．０ １００．０

１９２９（ ４） ２０．０ ７４．１ １７．０ ６８．０ １７８．０ ７８．１

１９３０（ ５） １３．０ ４８．１ １２．０ ４８．０ １３１．０ ５７．５

１９３１（ ６） ９．５ ３５．２ ８．５ ３４．０ ９９．０ ４３．４

１９３２（ ７） １０．０ ３７．０ ９．５ ３８．０ １０６．０ ４６．５

注１ 『福井新聞』１９３３年１月１０日による。
２ １９３２年は１～１１月の平均価格。
３ 人絹織物は６０平方ヤード＝１疋の価格、人絹糸は帝人１５０デニールB（１００ポンド）の価格。
４ 指数は１９２８年＝１００。
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回って下落することは当然であった。

糸価の下落が織物価格の下落に比べ小さいということは、原料糸の使用量を削減することが難しい

と考えると、原料糸コストの比重が相対的に高まったことを意味する。そうだとすると、原料糸以外

のコストの削減が不可避である。以下、原料糸を除くコストの重要な部分を占める織工工賃および染

色加工賃の推移をみていこう。

［２］この時期の織工の賃金は織物品種ごとに異なる出来高給となっていた。そしてその水準につい

ては、地区ごとの機業家団体の申合せが行われていた。したがって、採算が良くなれば工賃単価の切

上げ、逆に悪くなれば切下げの申合せがなされることになる。とはいえ、各機業家が申合せ通り一律

に工賃単価を変更するのではなく、実際の変更の時期や程度はそれぞれの機業家の裁量で決められて

いた。したがって、地区の機業家団体が工賃の引上げを決定したにもかかわらずこれを怠ったために

争議が発生する例３４）、逆に先に述べたように工賃の引下げを決議したにもかかわらず、織工の争奪を

警戒して各機業家が引下げを逡巡する例がａ．やｂ．の局面でも生じていた。

ｄ．の局面では、四波にわたり工賃切下げの申合せがなされた。

第一波は１９２９年５月に、県輸出綿布同盟会が織物価格の下落に直面して、半数休機と工賃の２割切

下げを決議したときである。この工賃切下げは１年前の決議の時と異なり、切下げの程度の差はある

ものの各機業家が直ちに実施したようで、月末には福井市内城東・勝見方面の織工が賃下げ反対のス

トライキを行っている。ただし、一般に織工の側で工賃引下げ分をカバーするためにむしろ織急ぐ動

きがみられ、半数休機の方はほとんど効果がみられなかった３５）。

第二波は同年１１～１２月で、『福井新聞』には、「賃金値下げ頻々、丸岡で人絹織物の工賃値下げ」（１１

月１９日）、「松岡、志比堺で各一週間盟休」（１２月１３日）といった記事がみられる。

さらに第三波は、人絹連合会の操短が１９２９年１２月から始まり、また帝人の売り惜しみもあって糸価

が相対的に高く維持されたことに対する機業側の非難の声が高まった１９３０年の４～８月頃である。こ

の時には、帝人糸不買決議とともに福井市内や吉田郡を中心に３割操短や半数休機の申合せがなされ、

工賃の切下げと共に新旧の盆休みを理由にした織工の解雇も行われた３６）。機業ではないが、同じ時期

に精練業の独占企業である福井精練加工株式会社では６月から日給・月給の区別なく賃金の１割引下

げを行い、また１ヶ月皆勤者に対する２日分の皆勤手当の支給も全廃している３７）。

このように、この時期から織工の解雇、賃金の引下げが常態化するが、これに対して労働者側の抵

抗はどうであったか。まず『福井新聞』の記事にみられる限り、機業家にとっては熟練織工の確保を

めぐる織工争奪の問題を抱えながらも、全体として工賃単価を切下げることについては概ね抵抗が少

なかったようである。１９３０年６月３日の記事は次のように報じている。

昨年十月より本年三月までに操短七十五、休業七、事業休止十五、これが職工男子百五、女子千四百五十でその

職工中には他の工場に拾はれ又は転業したものもあってこれに因る失業者は比較的少なかったが、最近賃金の引下

をなすもの続出しその引下率も一割乃至三割が大部分で中には四割五割といふものもあってこれが反響はカナリ深

刻に職工側にひびいてゐるも、県内には有力な労働団体もないこととて一部で多少不平の声をもらすものもあるが、

何分本県の工場は繊維工業が多数を占め職工の如きも女子が七八割を算するのと、工場主側の立場を諒解して団結

的に争議化するものは殆どなく、そのうちに職工側が自発的に賃金の引下を申し出でたものもあり、この点は重大
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視せられてをらぬやうである。

このように、工賃単価の切下げが比較的抵抗がなく進行する反面、県下の人絹織物業界の雇用は拡

大しており、とくに織物女工はむしろ供給不足で「さすが織物王国、引っ張り凧の女工群、失業風は

どこ吹く風」（『福井新聞』１９３０年１１月１４日）、といった状況にあった。この時期に発生した唯一大規模

な争議は、吉田郡森田村にある京都辻久商店の森田支工場の争議であった。福井県労働同志会の支援

の下に１９３１年３月１３日から約１ヶ月間行われた辻久工場争議と呼ばれるこの争議では、賃下げ反対や

解雇反対等を要求に掲げ、当初１５０名の男女職工がストライキに参加した。流血事件も発生したが、

最後は警察部長の調停で、会社側が争議団に金一封を贈り争議による解雇者は出さない旨の覚書を手

交して争議は終結をみた３８）。

さて、工賃切下げの最後の波は、１９３１年９月２１日のイギリス金本位制停止に伴う市場の麻痺状況の

中で生じた。９月末から県輸出人絹綿布同盟会が同盟休機を申し合わせ、さらに１０月９日には、織物

同業組合の市内機業部長会で工賃の２割引下げを決定した。これは、１０月分よりとりあえず７～８分

から１割の範囲で引下げが実施されるだろうと『福井新聞』は観測していた。１０月の人絹織物の生産

高は前月比３割減となり、１１月初めに漸く減産が底をついたが、なお同盟会の市部では１１月１５日から

月末までの同盟休機と１１月分の工賃ほか各種賃金の引下げを決議した。人絹製織工賃は、この時点で

の報道によれば、２～３年前に１疋１円３～４０銭であったものが現在はただの３～４０銭であり、約４

分の１の水準に下がっているということであった３９）。

１９３１年１２月の日本の金輸出再禁止に伴う急激な円安への転換は、織物採算を好転させ工賃の切下げ

局面を終息させた。翌３２年１月中の県下各地の製織工賃は、双人平地が２５～３０銭、双人紋が４２～５１銭、

人絹ボイルが５５銭見当でほぼ下げ止まりとなったのである４０）。

［３］ 第一次大戦期までの羽二重製織の後工程は、精練及び仕上工程が主であり、この分野では１９１１

年（明治４４）および１９２３年の２次にわたる精練合同により福井精練加工株式会社の独占が成立しており、

これは１９３６年の酒伊精練株式会社の営業精練開始まで続いた。これに対して、人絹期には、輸移出先

における消費需要とマッチした染色加工の重要性が高まり、従来、織物染色については京阪神、ある

いは京浜の染色業者に委ねていたこの染色工程を産地内に確保する動きが強まった。この分野では

１９２９年１０月にレーヨン織物染色取締規則により輸出向け人絹織物の染色設備の最低基準が定められた

ものの、精錬とは異なりこの章の対象期については自由な競争が支配する分野となっていた。

福井産地において人絹応用織物の染色加工が始まったのは、１９２５年１２月、県工業試験場が業者から

の委託加工を開始したときである。このときの染色加工賃は１ヤード当たり５銭５厘であった。同じ

頃福井精練加工でも人絹織物の染色研究を開始していたが、最初に民間企業として人絹織物染色の営

業を行ったのは、県織物同業組合長松井文太郎を社長として２６年１月に創立された福井染色株式会社

であった。同社は県より年６，０００円、組合より年１５，０００円、それぞれ３年間にわたる補助を受け、さ

らに大阪稲畑産業より技術者を招聘して、翌２７年１月に輸出向け綿織物の染色に着手した。いうまで

もなく輸出向け綿織物産地としての福井産地のさらなる発展を見越しての創業であったが、人絹交織

物や双人絹織物が綿織物にとって代るにつれ、人絹織物染色の比重が高まっていった。

この福井染色株式会社は長期にわたる赤字を抱え業務不振が続いたものの、人絹交織物や人絹織物
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の急速な成長は、ただちに多数の染色企業の参入を招いた。早くも１９２７年２月には前述の通り県工業

試験場の技手前川平吉が試験場を辞して第一染色整理工場を創立し、４月から営業を開始した。また

関東大震災の後、横浜より招聘されて福井精練加工染色部で染色研究に取り組んでいた高橋重吉が昭

和染色の創立に参加し、同年７月から営業を開始し、満州向け・台湾向け移出物に主力を置いた。先

の精練合同により福井精練加工に合併吸収された丸三染練の斉藤常吉も、合同後染色に乗り出し翌２８

年３月、人絹織物染色を開始し、これは朝鮮向け移出双人織物の染色で人気を博した。さらに２８年９

月には、先の前川平吉と共に第一染色の開業にあたった柳町助光が独立し、新たに柳町染工場が営業

を開始した。精練独占企業である福井精練加工もほぼ同じ時期に人絹染色を開始したが、その設備拡

張はやや遅れをとり、１９３０年５月に上述の丸三染練を吸収合併してこれを染色工場として当座を凌ぐ

形となった。

やや遅れて１９２９年以降には、精練合同まで自家精練工場を兼営していた島崎織物株式会社が２９年春

に参入したのをはじめ、平岡織布会社が同年８月に組合指定工場となると共に人絹染色を開始した。

また１９２６年１２月に輸出向け富士絹の自家精練を開始した酒伊精練加工場も３０年１２月に組合指定工場と

なり、その後人絹染色の拡張に乗り出すことになる。

なお、３０年９月１１日の『福井新聞』には、「市内における染色工場の簇出は人絹織物の隆盛に伴ふ

て現在十八工場に達してゐる」とあり、上に掲げた文献に名前が現れる工場数の倍にも及ぶ工場があ

るような記述となっている。もしこの記述が正確だとすると、糸染工場や内地向けの染屋なども人絹

織物染色にかかわっていたとも考えられるが、この点の詳細はわからない。

他方、競争の中でつぶれていく業者もあった。例えば、１９２３年に栃木県から福井精練加工に綿縮加

工で招聘された小二田兄弟は、同社の西濱支工場で輸出向け綿縮加工を行い、その後２６年独立したが

２８年８月に倒産した。また２９年５月に内地向けおよび朝鮮移出物の人絹染色を開始した出口工場も３１

年１２月に廃業している。３０年６月に開業した武田染色は、翌３１年１月に合名会社北陸染工場に継承さ

れたが、結局同社も同年９月に解散した４１）。

実は、競争の激しさは福井産地の内部にとどまらなかった。むしろ輸出向け人絹織物の積出港を控

え、輸出業者との情報交換も容易な神戸や大阪などの染色業者が、常に福井産地の染色加工賃を下回

り、かつややもすると品質を犠牲にするほどの安値で加工を引受けたことが、福井産地の染色加工賃

の継続的な引下げ圧力を生んでいたのである。以下では、染色加工賃の水準に関する『福井新聞』の

記事を拾うことで、この間の染色加工賃の下落の状況をみてみよう。（下線は筆者）

現在各染色工場で発表してゐる染賃は一ヤールにつき三銭八厘となってゐるが、事実は三銭五厘を徴収してゐる

も中にはそれより更に二、三厘乃至五厘を強勉するものもあるといふ姿（１９２９年１０月２２日）

阪神方面における染色業者は同盟会（福井輸出染色同盟会―筆者）協定率の約半額をもって引受けるなど同業者間

の競争激烈となったので、自然右協定賃金の履行も覚束なく殆んど申合的に協定率のヤール三銭五厘は三銭へ二銭

八厘と、甚だしいのになると二銭五厘と一銭も値引するに至ったことは事情止むをえざるものありといへ甚だ遺憾

とされてゐる。尤も二銭八厘乃至二銭五厘はお得意によりけりで所謂数でこなす方策に出たものである。（１９３０年

１月２６日）

いよいよ同盟会では明年一月一日より染賃をヤール二銭二厘五毛とすることに協定成立した。即ち現在の一銭二、
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三厘にくらべば一銭方も引き上げられたわけである。なお同盟会としては協定実行のため本年内に加盟者より信認

金として一千円づつを徴収し、協定違反の場合は会員三分の二以上の認定によって信認金を違約金として没収する

（１９３０年１２月１２日）

昨今の染賃は右の関係から区々で協定率の二銭二厘五毛など殆んど問題でなく、中には一銭七厘といふ先の安値

より以下の料金をもてに引取る染工場もあるといふ始末で、協定決議は半月を出でずして支離滅裂となり（１９３１年

２月１７日）

市内における輸出人絹織物の染色加工賃は、目下の所公称ヤールにつき一銭五厘となってゐるが事実は一銭三厘

ないし五厘、平均一銭四厘といふ低値にあり…（中略）…加工賃一銭四厘中には包装費五厘五毛が含まれてをり、残

り八厘五毛で染料、薬品、燃料、工賃を負担せねばならず加ふるに頻々たる損害賠償をくってゐることとて如何に

内輪に見つもっても成算のあらうはずなく（１９３１年８月７日）

さらに、コスト切下げ局面が底を打った１９３２年１月２４日の記事には、同月に組織された日本輸出織

物染色工業組合連合会が協定加工料金を定めるにあたって、「その協定値段が従来のヤール一銭二厘

五毛を一割倍額の二銭五厘とするなど無謀も甚だしく」と福井の機業家の反応を紹介しているところ

から、この局面の最終的な加工賃の水準が類推できる。

このように、染色業者の協定工賃は存在していたが、実際には個々の業者が顧客の機業家に対して

安価で仕事を引き受けるため、協定工賃はたびたび改訂された。それだけでなくとりわけ神戸の染色

業者の超安値攻勢により、協定を決議すること自体無意味となっていた。染色加工賃は、１９２９年秋の

協定工賃ヤール当たり３．８銭という水準に対し、この期の終わりには１．２５銭という、前者の３分の１

以下の水準にまで下落したのである。

［４］以上みてきたように、この期の織物価格は、その動向を大きく規定する糸価の下落をさらに上

回って下落したが、これは、工賃と染色加工賃の切下げが糸価の下落の程度を越えて行われたことに

より可能となったのである。

ところで、表１０は、『福井県統計書』の絹織物及び絹綿交織物の産額と職工数の推移を示したもの

である。人絹織物のみの職工数を統計から判別するのは難しいので、その近似的な数値として上の数

値を使用したい。なお、この『統計書』の「絹」の中に人絹が含まれていることは注１３を参照された

表１０ 絹織・絹綿交織物産額、職工数、職工一人当たり産額（１９２７～３７年）

絹織・絹綿交織物産額（円） 同指数 職工数（人） 同指数 一人当たり産額（円） 同指数

１９２７（昭和２）年 ８０，０４６，１９７ ８４．８ １６，３０８ ８５．０ ４，９０８．４ ９９．８

１９２８（ ３） ９４，４２２，７３３ １００．０ １９，１９７ １００．０ ４，９１８．６ １００．０

１９２９（ ４） ８９，４５１，２３９ ９４．７ ２０，７４９ １０８．１ ４，３１１．１ ８７．６

１９３０（ ５） ７２，９２３，２６０ ７７．２ ２１，６７８ １１２．９ ３，３６３．９ ６８．４

１９３１（ ６） ７１，１６５，４５８ ７５．４ ２４，５７６ １２８．０ ２，８９５．７ ５８．９

１９３２（ ７） ９０，７８２，６３５ ９６．１ ２９，９０１ １５５．８ ３，０３６．１ ６１．７

１９３３（ ８） １０８，０２２，２１３ １１４．４ ３２，４６２ １６９．１ ３，３２７．７ ６７．７

１９３４（ ９） １３６，３８０，１０６ １４４．４ ３９，０３６ ２０３．３ ３，４９３．７ ７１．０

１９３５（ １０） １３０，３３３，００６ １３８．０ ４２，４３８ ２２１．１ ３，０７１．１ ６２．４

１９３６（ １１） １３３，６０９，３５３ １４１．５ ４７，４３６ ２４７．１ ２，８１６．６ ５７．３

１９３７（ １２） １６０，５０２，８５７ １７０．０ ４２，９９０ ２２３．９ ３，７３３．５ ７５．９

注１ 『福井県史 資料編１７統計』１９９３年３月、第３３６・３３８・３４１表による。
２ 指数は１９２８年＝１００。
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い。ここでみられる特徴の一つは、職工数の増加である。これはこの期の前後に比べればそのペース

が鈍っているものの、確実に増加を示している。この表に示される職工数は各年末日現在の数字なの

で、前年の数字との差はその年の職工数の増減の程度を意味している。１９２８年に２，９００人弱の増加を

示していた職工数は、２９年には１，５００人強、３０年には９００人強とペースダウンしたものの増加を続け、

さらに３１年には再び２，９００人へと増加のペースが回復している。もう一つ重要な特徴は、職工１人当

たりの生産額の動向である。２８年を１００とした指数でみると、３１年に５８．９まで低下しているが、これ

は先に表９でみた織物価格の指数の下落幅に比べるとはるかに小さい。職工数の増加と並存して、織

物価格の大幅な下落を相殺する職工１人当たりの実質的な生産性の上昇が生じていたのである。

要するに、この期の福井人絹織物産地のコスト切下げ局面は、次のような意味をもっていたと考え

ることができよう。日本の（福井の）人絹織物価格の大幅な下落は、インド市場を中心として、世界大

恐慌の深化過程であるにもかかわらず他国の製品を排除する形で日本製品に対する需要の増加をもた

らした。他方、福井産地は、そうした需要増に対応する供給構造を、下落する織物価格の水準に十分

見合った諸コストの切下げと一定程度の生産力上昇によって確立していったのである。したがって、

この期のコスト切下げ局面は、単純な合理化の過程というよりはむしろ、次に生ずる横への拡張局面

の展開を既に内包した合理化過程であったと言えよう。

３．産地拡張期（金輸出再禁止以後）

（１）拡張の直接的原因

１９３１年（昭和６）１２月１３日の日本の金輸出再禁止以降、ほぼ１年間にわたる円為替相場下落の放任は、

日本の人絹工業の回復の重要な要因となった。３１年９月２１日のイギリスの金本位制離脱は、ポンド・

スターリング相場の激しい低落をもたらし、同年１２月初旬には対ドル相場で１ポンド＝３．２３ドルと旧

平価（４．８６ドル）の６６％の水準まで下落していた。一方円相場は、３１年中に１００円＝４９．４４ドルから３４．５０

ドルまで急落し再禁止前の対ポンド相場に近接した。さらに３２年に入り反騰の様相を示したポンドと

は対照的に、円相場は下がり続け同年末には２０ドルを割った。翌３３年３月のアメリカの金本位制停止

と以後の金ドル平価の切下げにより、ポンドは旧対ドル平価の周辺に維持されたのに対して円は旧対

ドル平価の６割程度の水準で推移したので、相対的に対ポンド相場は大幅な低位安定となった４２）。

人絹織物の輸出先であったインド洋沿岸地域やオセアニア地域は概ねポンド・スターリングに自国

通貨をリンクさせており、ポンドの金本位離脱に伴いポンドへのリンクを維持したまま非スターリン

グ諸国に対する為替相場を大幅に切り下げた。そのためこれらの地域は輸出を伸ばし、購買力の回復

をみた。ことに主要な輸出先であるインドは３１年末から大量のいわゆる「飢餓金」がイギリスに向か

って流出し、ルピー相場はポンドにリンクして下がったものの対ポンド相場は強含みで推移し、日本

製品の輸出にとってはより有利となった。こうした状況を背景に、３２年以降、従来は人絹織物輸出が

中心であったこの地域に、人絹糸も大量に輸出される事態となったのである。

一方、こうした輸出の好転に対する産地の供給条件をみると、先のコスト切下げ局面で大幅に下落

した諸コストはあまり回復せず、低価格による輸出が維持された。製織工賃については、『福井新聞』

１９３４年６月２７日のコラム「人絹王国」によれば、織賃は平地で４～５０銭、紋で５～６０銭とあるので、
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前章（４）［２］でみた底値からの回復は、平地では６～７割の回復を示したが紋では２割程度となっ

ている。この時期には、織物輸出の拡大基調に伴い織工不足が慢性化しており、とくに経験ある織工

に対する機業家間の争奪戦は激しかった。にもかかわらず県内の農山村、さらには県外からの募集に

より織工が充足され、製織工賃の急激な引上げは回避された。工賃以外のインセンティヴとして、支

度金の支払や募集人への手当、織工への慰労のほか、常設託児所や織工向けの教育施設、共同炊事場

の設置など機業家、あるいは機業地の業界や行政の負担は大きくなっていたから、実質的な労働コス

トはむしろ膨らんでいったが、採算に直接的に関係する工賃は低位に維持されたのである。

染色加工賃についてはどうか。３４年初めに、日本輸出織物染色工業組合連合会（染工連）が、為替安

による輸入資材の値上がりを理由に、従来の平地青判（二等品）１銭５厘を２銭５厘に、朱子２銭を３

銭５厘に、それぞれ協定加工賃の値上げを画策しているとの新聞記事がみられる４３）。したがって前章

（４）［３］でみた染工連の設立当時の３２年１月の染色加工賃の水準が、２年を経過した後でもあまり

上がっていないことがわかる。

また織物の原価の動きを基本的に規定する原糸価格４４）については、１９３１年末に底入れをした後、翌

３２年なかばまで低位を推移する。原糸輸出の急増と機業家からの需要増から同年後半に糸価は底値の

倍を越えて昂騰し年末には２９年の水準にまで上昇するが、人絹連合会の操短の停止により３３年初めか

ら３４年末までほぼ３１年の底値より３～４割高い水準を維持する４５）。このように、原糸価格も、概して

前の時期に引き下げられた水準を若干戻した程度で推移した。とはいえ、この間、短期的に糸価の騰

貴と暴落が発生する局面もあり、その過程で人絹糸商の破綻が発生し４６）、その影響を受けて織物採算

の上でもまた資金繰りの上でも、機業家がたびたび苦境に陥ることとなった。

以下では、１９３２年以降の拡張局面を２つに分けて、それぞれの期の特徴について述べる。２つの局

面を分かつのは、３４年末から始まる原糸価格の継続的な下落と織物の慢性的な採算割れの発生である。

（２）拡張局面１：１９３２年～１９３４年

［１］まず、輸移出市場の変遷についてみておこう。拡張局面への転換の当初は、それまでの輸出市

場を中心に全般的な輸出拡大が生じた。すなわち、イギリス領インドを筆頭として、オランダ領イン

ド、アフリカなどが主たる輸出先であり、それまでに実現していた低価格に円安が加わり、安価な日

本製品がこれらの地域を席巻していった。しかしながら、激しい為替ダンピングによる日本製品の浸

透は、これら地域の日本製品排斥の動きを引き起こし、１９３２年（昭和７）７月のオタワ会議以降、英帝

国圏の自治領・植民地を中心に日本の綿布・人絹織物に対して関税引上げをはじめとする輸入制限措

置がとられるようになった。

人絹織物にとって最初の障害となったのは、３３年３月に実施されたイギリス領インドの人絹織物関

税の引上げである。インドでは既に３１年９月に従価４０％分に付加税としてその２５％を加えた合計５０％

の従価税が人絹織物に課せられるようになっていた。けれども、実際にはこれは他国製品を駆逐し、

安価な日本製人絹織物の独り勝ちの状況を生む結果となった。これに対して今回の関税改正では、従

量課税を併用する点で、日本の低廉な製品を狙い撃ちするものであった。具体的には、従価５０％また

は１平方ヤード当たり４アンナのいずれか高い方とされ、日本の人絹製品は従価換算で１２０％を超え

る水準の高率関税を課される結果となったのである。

福井人絹織物産地の確立過程
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このイギリス領インド関税の影響は３３年の６月頃から現われ、イギリス領インドへの輸出が減退す

る一方、従来イギリス領インドに次ぐ輸出先であったオランダ領インドがシェアを伸ばし、年末には

輸出向け織物検査高の仕向先別の首位となる。しかし、そのオランダ領インドでも翌３４年２月には人

絹サロン、人絹綿交織サロンについて事実上この輸入を禁止する輸入制限措置がとられ、３月にはオ

ランダ領インドの順位は、イギリス領インド、アフリカに次ぐ３位に転落する。オランダ領インドは

その後、日本製人絹織物に対して輸入割当制を導入し、以後数量ベースでも日本からの輸出は停滞す

ることになる。

このような従来の主要輸出先における日本製品排除の動きが進む中で比重を高めたのが朝鮮向け移

出であった。もともと朝鮮向け移出は外地での日本製人絹織物消費の先鞭をつけるものであり、その

後インド洋沿岸地域が主導する中で比重を下げたものの、数量ベースでは着実に市場を拡大していた。

表１１は、組合検査による本県産人絹織物の外国向け直輸出と朝鮮向け移出の推移を示している。これ

をみると、ちょうどオランダ領インドが後退を始めた３４年４月以降、朝鮮向け移出が数量・価額とも

に急激に伸びていることがわかる。もう一つこの表から読み取れることがある。表中の直輸出からは

本県の輸出向け人絹織物の全体額をみることはできないが、輸出向け織物の１反当り平均価額を推測

表１１ 外国向け直輸出・朝鮮向け移出（１９３４・３５年、月別）

外国向け人絹織物直輸出高 朝鮮向け人絹織物移出高

数量（反） 価額（円） 反当り平均価額 数量（反） 価額（円） 反当り平均価額

１９３４（昭和９）年１月 ６０，０８５ ３５９，６０３ ５．９８ ５４，４３６ １４２，５０８ ２．６２

２月 ５８，６３３ ７１５，５３０ １２．２０ ４３，６２５ １３５，７００ ３．１１

３月 ８６，１８５ ５７２，６４９ ６．６４ ５８，２１０ １９７，７１５ ３．４０

４月 ７５，８４８ ５３７，１６７ ７．０８ ９４，３７２ ２８１，７６５ ２．９９

５月 ９０，９２１ ６５９，３４０ ７．２５ １０６，６５９ ３３２，９６４ ３．１２

６月 ６９，２６４ ４９８，９１１ ７．２０ ８１，７０４ ２５０，７５５ ３．０７

７月 ５２，１４８ ３８１，３１１ ７．３１ １１６，６３７ ３１７，６５９ ２．７２

８月 ５９，６９７ ４４１，９３６ ７．４０ １２７，８４１ ３７５，３５６ ２．９４

９月 ６０，９７９ ４３６，６７０ ７．１６ １６７，８７２ ４７７，２６８ ２．８４

１０月 ８９，９０１ ６０５，０８２ ６．７３ １８５，０１８ ５４７，２５７ ２．９６

１１月 ５７，００４ ３８２，９４１ ６．７２ １６５，２８１ ４６０，９９２ ２．７９

１２月 ９９，１１９ ５９４，７７８ ６．００ ２７３，７０８ ７０７，１０１ ２．５８

１９３５（昭和１０）年１月 ６６，７５３ ３８８，２８０ ５．８２ ８４，０４７ ２１７，１９０ ２．５８

２月 ７２，３１５ ３９６，８５８ ５．４９ ６０，６１３ １６６，８００ ２．７５

３月 ８２，８７８ ４４８，０９３ ５．４１ １０５，６９８ ２６９，５０９ ２．５５

４月 ８９，３４３ ４４９，１１８ ５．０３ １１２，７９８ ２４６，４６１ ２．１８

５月 ７３，０２４ ３４０，０４０ ４．６６ １５５，３４２ ３１０，８０３ ２．００

６月 １１５，０６８ ５３７，２０８ ４．６７ ５６，１７８ １１８，９５０ ２．１２

７月 ８６，６１７ ４０７，４５９ ４．７０ ７０，６９３ １４８，８６６ ２．１１

８月 ９９，４００ ４２５，４０９ ４．２８ １４７，５９１ ３１０，７２３ ２．１１

９月 ８３，００５ ４０９，８５５ ４．９４ ２２２，７８７ ４４６，４６９ ２．００

１０月 ８３，７７９ ５３９，６９６ ６．４４ １９７，７２８ ４１７，３７８ ２．１１

１１月 ６９，９７１ ４６１，１０３ ６．５９ １６１，７７２ ２９９，５９４ １．８５

１２月 ５５，０１８ ３２９，６７４ ５．９９ １１２，１３４ １９３，５２５ １．７３

注１ 『福井新聞』１９３６年１月１９日による。
２ １９３４年２月の外国向け人絹織物の数値は異常値と思われる。
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することはできる。この数値と朝鮮向け移出の１反当たり平均価額を比較すると、３５年なかばまで、

概ね後者が前者の４～５割の水準にあることがわかる。これはもう少し調べる必要はあるが、低級品、

大衆品といった部分が朝鮮向けに伸びていったという見方が可能であるかも知れない。

［２］次に、この時期の製織品種と産地の広がりはどうか。ここに示した表１２は１９３２年８月の郡市別

の輸出人絹織物検査高、表１３は３４年７月のそれである。これを前出の表８（３０年６月）と比較してみて

みよう。まず品種別に見ると、６０％が紋織物、２４％が平地とこの２つで大半を占めていた表８と比べ

表１２ 輸出向け双人絹織物検査高（品種別・郡市別、１９３２年８月）
（単位：反）

表１３ 輸出向け双人絹織物検査高（品種別・郡市別、１９３４年７月）
（単位：反）

福井 足羽 吉田 坂井 大野 丹生 今立 南条 合計 品種別シェア（％）

紋 ６３，６４１ ３０，１６８ ５６，４１８ ５１，３７４ １６，０５６ ８，４６１ ２９，９１８ １，４２８ ２５７，４６４ ３９．０

平 ３２，６５９ １，４６６ ９，６６４ １３，３３３ ３５，４７２ ２９，７４７ ３５，８４２ ７，５３５ １６５，７１８ ２５．１

綾 ４７５ １８０ １，８８３ ３，４４６ １，０９８ ３４ ９２ ７，２０８ １．１

朱子 ３，６４５ ２２６ ５５，４５４ ４，１６９ ６，７５４ ７００ １，４７６ ７２，４２４ １１．０

縞 １０，６０８ ７６４ ８，４８２ ５，４０２ ５，８０１ ２，３５８ ３，４６６ ２６０ ３７，１４１ ５．６

絽 １，５８３ ３，９１５ ２２ ２６６ ５，７８６ ０．９

平ボイル ２０，４００ １，８０６ １７，３９３ ７，１５４ ９，４１８ ７０ ３，７５８ １，１２８ ６１，１２７ ９．３

変りボイル ４，１７８ ２，２０６ １７，１８７ ２，５５２ １，６９０ ６４ ２，３３９ ３０，２１６ ４．６

ニノン類 ２８ ５２ １，１５０ １，２３０ ０．２

縮緬類 ３，５３６ ３８ １，４１０ ４，３１２ ４，６９１ １３，９８７ ２．１

先染 ２０２ １６ ６６ ７，１４４ ７，４２８ １．１

合計 １４０，９５５ ４０，７６９ １６７，９６５ ９２，０２４ ８２，１３０ ４１，５００ ８４，０３５ １０，３５１ ６５９，７２９ １００．０

郡市別シェア（％） ２１．４ ６．２ ２５．５ １３．９ １２．４ ６．３ １２．７ １．６ １００．０

福井 足羽 吉田 坂井 大野 丹生 今立 南条 合計 品種別シェア（％）

紋 ２６，７７８ ４５，４６３ ２７，７４１ ２６，６１０ ４，５９４ １，６２５ ７３，３１５ ７５８ ２０６，８８４ ２２．０

平 ２１，９４２ １０，１２３ １４，５９６ ８，９２４ ６９，５５８ ２４，８８０ ９９，９７９ ７，６８７ ２５４，１７８ ２７．１

綾 ２，２１３ １，０８０ １０，５３１ ２，１５０ ２，４９２ １，０５４ ３，３９９ ２２，９１９ ２．４

朱子 ６，２５１ ４２６ １０１，８４８ ４，２３８ １０，０８９ ５６８ １６，０２５ ２１，３９０ １６０，８３５ １７．１

縞 ４，６６４ ２５８ ２，５２９ ３，６５２ ３０５ １１，４０８ １．２

先染 ７６ ９９０ １４６ ２０６ １，４１８ ０．２

平ボイル １４，９６４ ４，８２４ １３，０１０ ６，３１６ ７，７０６ ２４４ ３，３９６ ２，１６４ ４８，６２４ ５．２

変りボイル ５，７２７ ３，４７０ １４，７０４ ４，９７０ ６８０ １，７８６ ３１，３３７ ３．３

裏切ボイル ９９７ ４，９１６ １７４ ７３ ６，１６０ ０．７

ニノン ６０ ７０６ １１，３０７ １，０４２ ５，６３９ １，２０８ １９，９６２ ２．１

パレス ６，５３５ ６６４ １２，６８８ ７，３０２ １，５８０ ５６０ ３９９ ２９，７２８ ３．２

縮緬 １０，３８５ ５，６９０ ２４，４０５ ２２，３７５ ３７０ １２，９７４ ７６，１９９ ８．１

ジョーゼット ７，９６８ ７８ ７，９９４ １８ １６，０５８ １．７

壁 ３４１ １，０４４ １，９３４ ６９８ １，９１５ ５，９３２ ０．６

絽 ３，９１０ １，５１４ ３，２６７ １５，８５１ ３，０４４ ２７，５８６ ２．９

紗 ３２８ １６，４４０ １，２４２ １，０８８ ６２８ １９，７２６ ２．１

その他 ２６ ５９６ ６２２ ０．１

合計 １１２，１４２ ８５，９６５ ２２６，２０７１０９，３９８１３５，４４９ ３０，６０９２１２，１９５ ３５，１２２ ９３９，５７６ １００．０

郡市別シェア（％） １１．９ ９．１ ２４．１ １１．６ １４．４ ３．３ ２２．６ ３．７ １００．０

注 『福井新聞』１９３２年９月１４日による。

注 『福井新聞』１９３４年８月１１日による。
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て、表１２では紋織物が４０％弱となり、代ってボイル物が１４％を占めている。さらに表１３では紋は２０％

強まで減少したのに対し、平地が着実に比重を高めて首位となった。またボイル物はニノンも含めて

１２％近くとやや比率が落ちたが、ジョーゼット・壁を含む縮緬類が１０％を超え、緯糸に片弱燃糸を使

用するパレスも含めると、２５％が撚糸応用織物となっている。

このような品種の推移は、この時期の主力商品の変遷にも対応している。３２年の回復過程で伸びた

のは前年なかばから人気を高めたボイルであった。人絹ボイルは経緯糸に片弱撚糸を用い、組織の密

度を比較的粗く織り上げ、光沢を減じると共に皺の発生率を減少させた織物で、先にみたように人絹

ボイル組合員のみが実施権を有していた。しかし、ボイルが人気を高めるにつれて、撚糸の糸使いの

工夫により安価な類似品が県内の非ボイル組合員や県外業者によって織られるようになり、ボイル組

合とこれら類似品製造業者との間で摩擦が生じた。とくに経糸に右撚と左撚の一本交互、緯糸に右撚

を用いるニノンの製造業者との係争は、１９３１年１２月に石川県のニノン業者が特許局に特許確認範囲の

申請を行った後約１年間にわたり続いた４７）。結局特許局の審判は、ニノンはボイルとは別の織物であ

り、特許権の侵害とはならないというものであった。

さらに表１３の時期になると、同じ撚糸物でも、マルチ糸の強撚糸または壁撚糸を用いた縮緬、ジョ

ーゼット、壁といった高級織物が増えてくる。これらは次の拡張局面２でも引き続き成長品種として

産地を引っ張ることになる。

なお、平地の着実な発展は、ボイル地とともにこの時期の捺染物の発展と関連している。染色業に

おける捺染の発展についても触れておこう。福井産地における機械捺染は、１９３１年４月に柳町染工場

で捺染機２台を購入し、和歌山から技師を招聘して事業を開始したのが嚆矢である。次いで同年１０月

に第一染色整理工場が同じく捺染機２台を購入して捺染加工を開始した。福井精練加工株式会社は同

年５月から「紋ハメ」と称する手捺染を先行させ、翌３２年７月に捺染機２台を購入して機械捺染に着

手した。さらに３３年３月には酒伊精練加工が機械捺染を開始する。手捺染についても、福井精練加工

のほか、３１年１０月に福井精練加工の技術員松川政五郎が福井捺染工場合資会社を設立、同年１１月、福

井染色株式会社とともに紋ハメ捺染を開始した４８）。

産地の広がりについてみると、吉田・坂井両郡と福井市で全体の７割以上を占めていた表８の時期

に比べ、表１２・表１３の時期は、これら２郡１市はいずれも比重を下げ、代って今立・大野両郡が大き

な伸びをみせている。とくに福井市におけるこの時期の生産額の著しい減少が目を惹く。これは、市

内の機業家が事業拡張を行う際に、住宅街における工場騒音や煤煙に対する住民の非難の高まりと、

近郊の農村出身織工の調達の便、土地取得の容易さなどから市外への立地を進めたことを反映してい

る。

また表１３より品種別の分布の趨勢をみることができる。まず、平地、紋織の中心は今立郡に移り、

平地の大野郡とともに、この時期の両郡の伸びの主因はこれら両品種にあることがわかる。ただし、

大野郡についてはそれだけではなく坂井郡と共に縮緬類のトップを争う状況であり、単純な平地と特

殊織物との両方が展開している。一方、従来紋織物の製織中心地であった吉田郡は郡全体の検査高の

約半数が朱子となっており、同郡が朱子組織を基礎とした織物に転進をみせていることがわかる。

こうした産地内部の構成転換を表１４の郡市別の機業規模の推移から、１９３２年と３５年の数字に注目し
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て確認しよう。まず、福井市の停滞基調はここでもみてとれる。１９３８年に大きな増加がみられるが、

これは３６年に足羽郡木田村、和田村が福井市に併合されたことを反映している。福井市以外の郡部に

ついてみると、いずれの郡でも１０台以上５０台未満と５０台以上の機業が著しく増加している。しかしな

がら、ことに足羽・吉田・坂井３郡では、こうした郡部共通の現象と併せて、５台以上９台未満とい

った零細機業の顕著な増大がみられる。このことは、３郡の１０台以上５０台未満の伸びも、１０～２０台と

いった小機業がかなりの数を占めていることを類推させる。

要するに、足羽・吉田・坂井３郡では、従来の有力機業家による事業拡張や県内外の商社、商店、

その他繊維関係業者の新規起業により、中規模ないし大規模の機業が増加する一方、農民の転業ない

し兼業による零細・小規模機業の開業が続出する事態となっていたのである。同様の動きは機業数で

は劣るものの今立・丹生両郡でも起きていた。大野郡については、参入機業家の機台数水準は比較的

高く、零細機業が僅少である点が特徴であると言えよう。

［３］上に見た事業拡張の具体的な様相を、設備拡張の側面からみてみよう。

この設備拡張のかなりの部分を新規の力織機購入が占めていることが推測される。表１５は、力織機

の式名別台数の推移を示している。全力織機台数の８～９割方は把握されているので、傾向の把握に

は十分であろう。

まず、津田式が一貫して福井産地の主要な力織機であることがわかる。津田式には津田駒次郎工場、

津田米次郎工場の両津田式が含まれており、また福井津田式という呼称も散見されるので福井でも委

託生産が行われていたようである。津田式の推移をみると面白い。１９１４年（大正３）から２１年の間は、

表１４ 絹織物・絹綿交織物製造場数（郡市別・規模別、１９２９～３８年）
（単位：戸）

５台未満 １０台未満 ５０台未満 ５０台以上 計 ５台未満 １０台未満 ５０台未満 ５０台以上 計

福井市 大野郡

１９２９（昭和４）年 ３７ ６２ １２６ １８ ２４３ １９２９（昭和４）年 １ １７ ７９ １１ １０８

１９３２（ ７） ４０ ３８ １４４ ２５ ２４７ １９３２（ ７） ２２ １０２ １６ １４０

１９３５（ １０） １９ ２７ １５９ ２３ ２２８ １９３５（ １０） ２３ １６１ ２５ ２０９

１９３８（ １３） ４９ ５３ ２３９ ４３ ３８４ １９３８（ １３） １ ９ １７３ ３５ ２１８

足羽郡 今立郡

１９２９（昭和４）年 ３３ ４１ ８１ ５ １６０ １９２９（昭和４）年 ３ ２６ ９４ ２４ １４７

１９３２（ ７） ６９ ８３ １０７ ６ ２６５ １９３２（ ７） ３ ２０ １１１ ４０ １７４

１９３５（ １０） ８９ １６９ １９２ １２ ４６２ １９３５（ １０） ６ ４３ １６３ ５６ ２６８

１９３８（ １３） ４１ １１０ １８６ １５ ３５２ １９３８（ １３） ８ ４４ １８１ ７４ ３０７

吉田郡 丹生郡

１９２９（昭和４）年 ２ ３３ １６６ ２４ ２２５ １９２９（昭和４）年 １４ ４ ２７ ４ ４９

１９３２（ ７） １３ ８８ ２５５ ３８ ３９４ １９３２（ ７） ４ ９ ４４ ６ ６３

１９３５（ １０） ２７ １８８ ４１０ ５９ ６８４ １９３５（ １０） ５ ２１ ７１ ２２ １１９

１９３８（ １３） ２４ １１４ ４４２ ６７ ６４７ １９３８（ １３） １ ３８ ８４ ２５ １２８

坂井郡 南条郡

１９２９（昭和４）年 ６ ３９ ９８ ２４ １６７ １９２９（昭和４）年 ２ ３ １８ ４ ２７

１９３２（ ７） ２８ ６３ １５５ ４２ ２８８ １９３２（ ７） ２ ３ １５ ６ ２６

１９３５（ １０） ２５ １９３ ２４０ ５３ ５１１ １９３５（ １０） ５ １ １９ ９ ３４

１９３８（ １３） ３２ ８０ ２３２ ７２ ５１６ １９３８（ １３） １ ２ １４ １４ ３１

注 『福井県史 資料編１７統計』１９９３年３月、第３６４～７１表による。
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羽二重ブームの中で力織機の導

入が一挙に進行した時期だが、

この間に津田式のシェアは３割

弱から６割にまで上昇している。

１９２０年代なかばには織機台数は

停滞するが、その後３５年までに

台数が倍増する。力織機の性能

は当然向上しているので、人絹

期には旧式の津田式の入れ替え

も含めて、相当の合理化投資が

行われていると推測できる。同

様の事情は重田式、松山式などにも当てはまる。次に、力織機導入期の代表的な織機式名、すなわち

斉外式、平田式、大橋式、宇野式、内山式などは、人絹期に姿を消すか、大きく台数を減らしている。

表１５ 力織機式名別台数（１９１４～３５年）
（単位：台）

表１６ 県下織機台数（１９２７～３６年）
（単位：台）

１９１４（大正３） １９２１（大正１０） １９２６（昭和１） １９３０（昭和５） １９３５（昭和１０）

津 田 式 ２，７３１ １７，７０８ １７，９０１ ２３，５０６ ３８，４５２

宇 野 式 ２，３３７ １，４３０ ８９１ ４２２ ２９５

斉 外 式 ６０８ ２１７ １２

内 山 式 ２８９ １４８ １２４ １００

平 田 式 １，３９０ １，５０５ ６１７ ３４９ ２６６

大 橋 式 ７３９ １，１９０ ８３５ ８９８ ５８５

竹 内 式 １９１ ３１８ ８５ １００

木 本 式 ６８ １５ １４６ ８７

重 田 式 ２４９ ２，１５２ ２，８５２ ３，９０８ ５，６８０

森 本 式 ２５ ４２６ ５３２ ５６８ ６５６

内 田 式 １６８ ２９６ ２７３ １２５

松 山 式 ３６８ ４７３ ７２４ ３，７８６

疋 田 式 ２５８ １５４ ２３２ ８１

寺 崎 式 ４ ２６９ １，９８３

酒 井 式 ８ １４９ ４４２ ５８６

豊 田 式 ２６６ ３００ ４０２ ４６５

野 上 式 ２００ ２５０

富 永 式 １３５ ５，５２０

前 川 式 ７８３

高 澤 式 ４ ８９０

山 田 式 ７５０

井 波 式 １，１１０

中 村 式 ９３８

岸和田式 １２４ ４２０

鈴 政 式 ２６５

平 野 式 ６２２

林 式 ６８２

斉 藤 式 ３６３

合計（その他を含む） ８，６３５ ２６，１７３ ２５，５７１ ３２，６０２ ６５，４９０

鉄製力織機 半木製力織機 足踏機 手織機

１９２７（昭和２）年 ２８，６７７ ２９３ ８７２

１９２８（ ３） ３０，７６２ １６７ ８０６

１９２９（ ４） ３２，９３６ １０６ ４３５

１９３０（ ５） ３５，２７６ ５４ ３７９

１９３１（ ６） ３９，５８７ ４３ ２８２

１９３２（ ７） ２，３０４ ４１，２８１ ２６ ２０４

１９３３（ ８） ２，７０７ ４７，７２６ ２２ １５５

１９３４（ ９） ３，７９５ ５７，１１６ ４ １０１

１９３５（ １０） ５，０７５ ６６，１５６ ４ ８２

１９３６（ １１） ７，１４８ ７４，３５８ ３６ ３２

注 福井県織物同業組合『五十年史』１９３７年９月、４０５～０８頁による。

注 『福井レーヨン特報別冊附録』１９３７年５月、３４頁による。
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このことは羽二重期に導入された織機が人絹期には破棄され、新式の織機への転換が起こっているこ

とを意味している。さらに、３５年の時点では津田式のシェアが数ポイント後退し、新たな式名の力織

機が相当数登場してくる、県内の織機製造業者として現在も存在する富永織機製作所の富永式をはじ

め、伊波式、寺崎式など、また綿織物産地の豊田式、岸和田式などがそれである。なお、新規購入さ

れる織機の中には、比重は小さいものの鉄製力織機も含まれていた（表１６）。ただし、鉄製力織機は動

力費が嵩むことから、おそらく導入の範囲は有力機業家や大工場に限られていたであろう。

こうした力織機の新規購入の様子は、『福井新聞』の記事にも現れる。１９３２年９月２９日の記事には、

本県下の人絹織物界は益々旺盛を極め、機業家の新規開業者も続出すると共に各機業者の機台数の増加が猛然と

して台頭して、続々として織機を金沢市製作所に注文し或いは引合をなすもの多数に達し、二十八日現在では鯖江

撚糸織物会社が四百三十台、勝山機業兄弟会社百五十台、酒井機業場百五十台を津田駒工場に注文をなし、更に勝

山町諸新平氏新設工場の両側二丁機数十台、丸岡町北・新海両機業場、白崎機業場の各二十台づつ、山岸機業場百

台、松山工場に大口注文を発してゐる等素晴らしい景況である。

とあり、有力機業場だけでも約千台の大口注文があることが報じられている。

３３年に入ると新規工場建設は県外資本を巻き込んでさらに進捗する。８月１６日には田中商店福井支

店と大阪菅沼商店がそれぞれ福井市郊外の吉田郡西藤島村に人絹織布・撚糸兼営工場を建設する計画

が報じられ、１１月３日には大阪倉茂会社と福井野村商店等の提携により南条郡王子保村に満州向け人

絹織物工場が操業開始となることが伝えられている。もっとも衝撃を呼んだのは、３３年９月に三井物

産と酒伊精練の提携により設立された酒伊織産株式会社の足羽郡木田村での大工場建設であった。

このように有力機業家や大工場の設備投資が進む反面、人絹景気を当て込んで農家が少ない資金で

中古の力織機を購入し、零細機業を開業するケースも３６年までほぼ途切れることなく進んだ。そうし

た事情を山仙織物会社社長の山田仙之助が、「放送室」という題のインタビュー記事で語っている。

人絹景気で機業家が雨後の筍のやうに出来ることは人絹王国の福井県としては目出度いと云ってよいかどうか分

らぬが、その為め織機を始め機料用品など注文に応じ切れぬとあって、いくら金を出すと云っても造って呉れぬ為

め、使ひ古しの木製力織機などがドンドン羽が生えて飛んで行く。僕の方でも納屋か何かにうっちゃらかしてあっ

たものがこの頃十五円からに売れて行く始末に実は呆れ返ってゐる。然し半馬力や一馬力の動力で家内工業式にや

って行かんとするにはそんな古い織機でも結構使ひこなせるらしいから世の中と云ふものは広いもんだとつくづく

思ふてゐる。４９）

設備拡張に関連して、ボイルをはじめとする縮緬、ジョーゼットなどの撚糸応用織物の発展に伴う

撚糸機の増加についても触れておこう。第一次大戦中の春江村を中心としたフランス縮緬の発展は、

撚糸業者・錘数の増加を招き、１９１９年には県下で７１戸、約１２２，０００錘に達したが、１９２０年代は低迷し

て約２０戸、５～７，０００錘の水準で推移する。これが飛躍的に伸びるのはボイル織物輸出が顕著になっ

た３１年からで、この年に１９年の数字を超える。そして３５年には戸数２７１戸、４６６，３３０錘と急速な成長を

遂げたのである５０）。

［４］新規参入機業が増える中で、製品の品質低下に伴うクレームもふえ、これへの対応は組合検査

所の重要な仕事であった。主なクレームの一つは、織機の巻取り部分に金属ストリップローラーを使

用することから発生するストリップ疵で、検査所では金属ストリップの使用を避けるよう指導した。
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さらに重要なのは、製織の際に異なる人絹原糸メーカーの糸を混織するために染色加工後にタテ縞や

ヨコ縞が発生し、整理後検査に不合格品が発生することであった。これはとくに新規参入機業や零細

機業で多くみられ、検査所の度重なる勧告や指導にもかかわらず、混織は解消されることはなかった。

ちなみにこの混織問題は、戦時中の指定メーカー賃織制度が消滅した第二次大戦後の復興過程でも問

題となり、最終的には１９５０年代なかばに進行した系列化の中で解消されることになる。

この混織による欠陥も含め、整理後検査における各種の不合格品の発生は、１９３４年１月の輸出向け

人絹織物の国営検査の開始に伴い全国唯一整理前検査に限って組合検査による代行が認められた福井

にとって、整理前検査の信頼性が問われる憂慮すべき問題であった。そのため、県織物同業組合では、

組合の整理前検査で検査員の過失により合格品としたものがその後国営検査所の整理後検査で不合格

となった場合、組合が組合検査合格品の買取人に対して損害賠償する旨を組合の定款に定めた。

（３）拡張局面２：１９３５年以降

［１］局面の転換は１９３４年（昭和９）の秋ごろから進行していた。注４５）で触れた組合検査所の行った

織物採算調査によれば、９月から織物価格の下落が始まっている。例えば双人平織物１疋の価格は、

８月中の９円１８銭から、８円３４銭（９月中）、８円２８銭（１０月中）と下落し、１１月中には７円３２銭と急落

して採算はマイナスとなった。この１１月中の双人平織物１疋の糸原価は６円６０銭であったが、以後糸

価の下落と歩調を合わせて織物価格はさらに下落していく。翌３５年５月中には、糸原価が４円３９銭ま

で下がったのに対し、織物価格は５円９銭となり、これがこの時期の底値となった。３４年８月中の糸

原価が７円２銭であるから、同月から３５年５月までの糸原価の下落率が３８．５％であるのに対し、平織

物の価格の下落率はこれを上回る４５．６％であった。３４年１１月以降一貫して採算はマイナスであったが、

３５年６月以降も糸価、織物価格共に底値より若干上の水準を推移し採算は相変わらずマイナスを続け

たのである５１）。このため、３５年の夏頃には季節的な需要減に加えて織物価格の先行き下落を見越した

海外の注文控えにより機業の資金繰りも困難を来し始めた。８月には県織物同業組合部長会をはじめ

各地の産地団体で同盟休機と１～２割の工賃引下げの申合せがなされた。

こうした織物価格の大幅な下落の原因は、部分的には割安な朝鮮向け織物の比重が高まったことも

影響したと考えられるが、明らかに生産過剰によるものであった。そして織物価格の下落に直面した

機業家は、従来の対応と同様、売値をさらに下げて増産でカバーしようとする行動を繰り返したので

ある。その帰結はやはり工賃の引下げによるコスト削減であったが、他方、織工の払底は厳しい状況

となっており、求人は県外へ、遠くは東北地方までに拡がっていった。

しかしながら、この局面転換期も、またそれ以降も機業の新規開業は継続していた。１９３５年７月か

ら人工連では品種別統制に着手し、８品種別に統制証紙を貼付して生産割当を行ったが、福井の各工

業組合への割当は従来の生産実績を大きく上回るものであり、カルテルの実質をなすものとはならず、

生産はその後も増え続けたのである。

［２］拡張局面１の後半に現れていた撚糸応用織物の急増は、この期にはさらに顕著になり、ボイル

織物に代り強撚物の縮緬、ジョーゼット、壁、そして弱撚物のパレスが売れ筋商品となった。図１は、

この期のジョーゼット、壁、そしてパレスの生産数量の推移を示したものである。これによると、１９３５

年夏以降のパレスの伸びが著しい。
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既に３４年には先行する

帝国人絹、旭絹織に続い

て倉敷絹織、東洋レーヨ

ン、東洋紡績、日本レイ

ヨンなどの主要原糸メー

カーのマルチ糸及び艶消

糸の販売体制は出揃って

おり、この期の総供給糸

のほぼ半分はかかる特殊

糸となっていた。また、

３５年前半の糸価の下落に

より人絹糸の価格は「大

衆衣料原料としての綿糸よりも安くなった」５２）ので、一般に安価な高級人絹織物の製織が市場を拡大

していったことは間違いない。

インド洋沿岸地域及びオセアニア地域では、従量関税や輸入割当制の導入により、貿易障壁を乗り

越えるためには必然的に高級化を迫られた。実際、特殊糸を利用した人絹製品は絹製品との外見上の

差異が小さくなっており、また３５年からの人絹糸価格の下落と生糸価格の高騰により国内の糸価の比

率が従来の１対４から１対８以上に開き、これらの地域における高価な絹製品の代用としての人絹製

品の需要は高まった。とくにオーストラリアを始めとする居住白人や植民地の中流階層では、これら

の高級人絹織物は売れ筋となった。３６年５月の『福井新聞』では、福井県産の高級人絹糸を応用した

塩瀬、縮緬、壁、ジョーゼット、パレス等は殆どオーストラリア向けであり、福井の機業家はイギリ

ス領インドに代る有力市場としてオーストラリアに注目し、同国向けの高級変り織物に力を注いでい

ると報じている。実際、３５年のオーストラリア市場の伸びは顕著で、先の表５によれば、３５年に同国

は朝鮮、インドに次ぐ日本製人絹織物の移輸出先第３位となっている。

他方、朝鮮向け移出物については、『福井新聞』１９３５年１１月８日の記事によれば、「双人紋朱子が

断然首位」となっており、従来双人平及び紋が首位であったものが逆転したとされている。そしてそ

の原因として、最近朝鮮の上層階級が高級人絹応用の紋朱子を非常に愛用するようになったとの伝聞

を報じている。また、人絹パレスは満州でも人気を集めており、朝鮮経由で満関市場へ入る部分も多

く、朝鮮及び満州方面へのパレス移輸出も多かった。

このように、特殊糸を応用した撚糸織物が、織物採算の悪化した福井産地における有望商品であり、

有力機業家や大工場を中心に、競ってその製織に乗り出したのである。

もっとも、３６年に入ると日豪通商交渉が決裂し、対オーストラリア輸出に蔭りが生じてくる。そう

なると、朝鮮及び満関市場の重要性がより高まってくることになる。

［３］この期の朝鮮向け移出で注目されるのは、染色仕上前の生地移出が増加したことであった。福

井産地の朝鮮向け移出は、従来から丸三染練の裏糊朱子仕上が有名で、ほとんどが整理済み品として

移出されていたが、１９３５年の初めから未整理品の移出が注目されるようになった。とくに３６年に入る

図１ 撚糸応用織物生産高（１９３５年１月～３６年３月）

注 『福井新聞』１９３６年４月１２日による。
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と朝鮮向け織物の整理後検査高が激減し、朝鮮向けは生地移出が主流となっていった５３）。

こうした生地移出の背景には、朝鮮における人絹染色加工の発展がある。朝鮮では３２年１１月に伊藤

忠が丸永と共同して朝鮮織物株式会社を設立して以来、日本の繊維商社を中心に日本製人絹糸を移入

する大規模製織工場が続々と建設された。これらは染色加工も兼営することが多く、自家染色にとど

まらず、日本の生地を移入して染色加工を施した。朝鮮での染色加工には福井の染色業者や機業家も

加わっており、３４年末には柳町染工場が朝鮮に進出して朝鮮染色整理工場を設立し、また３５年末には

山田仙之助が日鮮染工株式会社を設立し、後にこれは織布兼営に進出した５４）。このような朝鮮の染色

加工業の発展は、「昭和１２年の実績による朝鮮の人絹織物加工数量は内地染工連の輸出向け無地染加

工数量にほぼ匹敵し、この朝鮮の加工数量の約７割が内地から移入された生地であり、またその４割

強が輸出され」５５）るといった状況を生んだのである。

実は、こうした朝鮮での染色加工の展開は、日本国内での染色加工統制が引き起こした結果でもあ

った。染色加工賃の激しい引下げ競争を受けて１９３２年１月に設立された日本輸出織物染色工業組合連

合会（染工連）は、連合会で共同注文を取りこれを所属工業組合に配分する案を立てようと試みた。し

かし、これには貿易商や機業家の反対が強く、結局同年８月より各組合に割当数量を定めてその範囲

で委託者が染工場を指定できる指定注文制度とし、染工連の注文で共同集荷したものに限り連合会が

各組合に配分することとなった。さらに翌３３年７月には、従来認めなかった染工場の割当数量を超え

た加工も超過手数料を徴収することにより認めた。しかし他方で染工連は全国の染色業者を株主にす

る日本人絹染色会社（いわゆる「代行会社」）を設立し、共同集荷、共同注文引受事業の組織化を進め

た。また人絹織物生産の増加にもかかわらず、数量割当はほとんど変わらず手数料が徴収される超過

加工が増えていった。そのため、輸出商からは海外から先約注文を受けても加工が制限されているの

で納期の履行に不安が生じ、それが輸出の制約となっているとの批判が強まり、また染色業者自身も

代行会社による共同集荷は、技術水準と無関係に注文品が配分される結果、染工場の技術水準や製品

の品質を低下させる結果になると危惧していた５６）。

また、これまでたびたび協定染色加工賃は各染工場の競争圧力の中でないがしろにされてきたが、

統制の強化は各染工場による裁量的な値引きの余地を狭めることになっていた。こうしたコスト面で

の圧力もあり、ことに織物の採算が悪化した３４年末以降、染色統制の範囲外で安い染色加工が行われ

る朝鮮への生地移出の増加が生じたのである。

染色統制に対する回避の動きは別の方面でも現れた。１９３６年夏頃から、輸出向け人絹織物染色統制

の範囲外にある内地向け織物や新興繊維応用織物の染色加工場が設立され始めた。同年１１月の時点で、

合資会社福井捺染工場が新事業を展開したのを皮切りに、福井精練加工の技師であった池田與市郎が

昭和染色跡地に東洋染色株式会社を設立し、また福井精練勝見支工場でも内地向け染色精練加工を始

めた。その他吉田郡森田町に帝国捺染株式会社が建設中となっていた５７）。実は、こうした内地向け織

物の染色許可を受けた所では、染色統制外で朝鮮向け織物の染色加工を行うことが可能であった。染

工連の統制証紙の貼付のない染色加工品は国営検査所による整理後検査を拒否されることになってい

たが、他方県織物同業組合では、その定款によって整理前検査に加えて朝鮮向け移出織物の整理後検

査が施行されており、そこでは染工連の統制証紙の有無にかかわらず検査を行う仕組みになっていた
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のである５８）。

染工連にとっては、朝鮮における染色加工品や統制をくぐり抜けた統制外の染色加工品の存在は統

制の大きな障害となっており、朝鮮も一体化した統制の実現をめざしたが、ようやく１９３７年４月より、

朝鮮で加工された人絹織物を重要輸出品とし、その輸出検査を施行することとなった。すなわち、朝

鮮が日本の人絹糸・織物の満関支市場への中継貿易ルートとなっていることに鑑み、朝鮮で染色加工

した織物は、朝鮮内で製織したものも日本からの生地輸入によるものも輸出検査を要すると共に、日

本の染工品が再輸出される場合も同様とされたのである５９）。

以上みてきたように、この時期の朝鮮市場への人絹織物の進出は、すでに開始されていた統制を乗

り越え、さらに市場の実勢を加速する展開であったといえよう。日本輸出人絹織物工業組合連合会（人

工連）の生産統制についても同様であった。人工連の本格的な統制が始まるのは１９３６年１０月からであ

るが、むしろ実績確保のための増産をもたらし、日中戦争が勃発する３２年７月まで、統制の意図に反

して増産を加速する動きが続いたのである６０）。

結び

以上の分析から導き出される福井産地における人絹織物の確立過程の特徴を簡単にまとめよう。

第一に、確立過程を通じて福井産地は厳しいコスト削減を強いられたが、それは他方では生産力の

上昇をも伴う過程であった。金輸出再禁止前のコスト切下げ局面はもっとも厳しいものであったが、

おそらく一部は織機の更新により、また一部は労働強化を通じて織工１人当たりの生産性は上昇した。

さらに金輸出再禁止後になると、織機台数の拡張と製織品種の高級化によって生産力は一定程度上昇

したのである。

しかし第二に、このようにある程度の生産力上昇があったとは言え、とりわけ労働コストが大きく

切り下げられ、金輸出再禁止後も３５年以降さらに引下げが可能であったのは、この時期の拡張が雇用

の外延的拡大によるものだったからである。確かに経験ある熟練織工の争奪戦が一方で生じていたと

はいえ、県内の農山村部、さらには県外へと求人先が拡大していったことは、全体としては労働力は

低賃金を維持するかたちで確保されたことを意味する。もっとも１９３７年（昭和１２）になると、全国的に

生じた軍事インフレの影響もあって状況は変化することになる。

第三に、こうした雇用の外延的拡張の過程で、福井産地は、一定数の大規模機業、中枢をなす機業

台数２０～５０台の中小機業、そして農業兼営的な広範な零細機業といった規模の多様性を内包する産地

となった。とくに零細ないし小規模機業経営は足羽・吉田・坂井３郡を中心に九頭竜川水系（日野川

・足羽川も含む）の平野部の農村地帯に広がり、家内労働力を中心に近隣労働力に依存することにな

る。これに対して大野郡を初めとして各郡市に成長する大規模機業は県外も含む遠隔地の労働力を求

める方向へ進んでいった。

第四に、激しい競争過程を経て新たに染色部門が福井産地に確立したことは、産業集積のその後の

発展にとって非常に重要な意義をもつものであった。力織機導入期の精練部門の確立に続いて、川下

の消費市場の動向や環境変化を産地に伝え、産地の技術水準を高めるいわば接点としての機能が高度

化することになったのである。
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最後に、自生的な技術革新、品質管理、製品開発が凝集力をもって進行した力織機導入期の「テク

ノロジー空間」と比べると、この時期のそれはやや弛緩したものであった。しかしながら、人絹の登

場自体、力織機導入期の製品多様化がもたらしたものであること、また人絹織物の定着・拡張がジャ

カードによる紋織技術や撚糸技術という既存の産地内の技術基盤の上に生じたものであること、染色

部門の確立も精練業のヨコへの拡張であることなどを考え合わせると、基本的にはこの時期の技術発

展も力織機導入期の「テクノロジー空間」の延長上にあったと言えよう。

注
１）たとえば『福井新聞』１９２８年９月１２日。

２）拙稿「福井織物産業集積における『テクノロジー空間』の形成――力織機導入期の福井県工業試験場を中心に―

―」（地域公共政策学会『地域公共政策研究』第６号、２００２年６月）

３）サイジング・マシンは既に綿織物産地では使用されていたが、人絹織物への応用が難しく、先駆的に県工業試験

場や福井高等工業学校などに据付られたが試験段階に止まり、製織工場で実用化されたのは１９３７年（昭和１２）に酒

伊繊維工業株式会社、勝山兄弟合資会社等で設置されたものぐらいであった。『福井新聞』１９３７年７月６日には

酒伊繊維工業が北陸での導入のトップであるとの記事がある。また勝山兄弟株式会社『半世紀のあゆみ』１９６１年

４月、によれば、３７年６月にサイジング・マシンを購入したとある。

樹脂加工技術については、『福井新聞』１９３６年５月７日の記事に、福井精練加工株式会社や酒伊精練株式会社

で普通糸（ビスコース糸）使用の双人絹織物に薬品で艶消し精練加工を施すことに成功し、これに対して各地から

注文が殺到していることが報じられている。また、福井染工株式会社では、１９３９年に艶消し顔料捺染法の特許捺

染を「エムデン加工」と称して開始した（『福染興業四十五年のあゆみ』１９７１年１月、４０～４１頁）。鉄製力織機への

転換については後述する。

４）福井産地の工業組合および生産統制については、白木沢旭児「『人絹王国』の誕生」『福井県史 通史編６ 近現代

二』１９９６年３月、１７３～８１頁、を参照されたい。

５）前掲拙稿、２頁。

６）福井県織物同業組合長は、民政党代議士を経験した松井文太郎が約１５年の在任の後、１９３０年１０月に任期満了で引

退した。そして、後継の内田清が任期半ばの３２年１０月に死去し、残任期間を福井人絹ボイル組合長の土田幸作が

継いだ。３４年１０月からは中島與作が就任するがこれも１年で死去する。松井、内田、中島は福井産地に率先して

力織機の導入をはかった長老的な存在であった。以上４名の組長は、福井市の機業家であったが、残任期間を引

き継いだのは、絹紬業界の一派閥である共同会を率い、その後人絹へ転じて「機業王」と呼ばれた丹生郡の山田

仙之助であった。山田は多額納税者互選貴族院議員でもあった。

７）『福井新聞』のコラム「人絹王国」の仄聞するところによれば、部長選挙では１人１，０００円、代議員選挙や議長選

挙では２～３，０００円、組長選挙では各派２～３０，０００円が飛ぶとのことであった。（『福井新聞』１９３５年１月２７日、４

月２３日、５月９日、１０月１６日）

８）前掲拙稿、３～４頁。

９）オーストラリア、インドのこの時期の工業化については、拙稿「再建金本位制下のプロト・スターリング地域」

侘美光彦・杉浦克己編『国際金融―基軸と周辺―』１９８６年７月、社会評論社、第二・三章を参照されたい。

１０）この期のインド綿製品市場の状況については、さしあたり、西川博史『日本帝国主義と綿業』１９８７年１月、ミネ

ルヴァ書房、第五章を参照されたい。

１１）ここでは「二番煎じ」という言葉にネガティブな意味を込めていない。地域間競争や商品開発競争等において、

先駆的な成功者やトップ・ランナーが必ずしも長期的な成功を収めるものではないことは、むしろ当然のことで

ある。

福井産地への人絹導入局面においても同様のことが言える。もっとも早く人絹応用織物の商品化に成功したの

は坂井郡丸岡町の戸田政吉であり、戸田は１９２０年（大正９）には緯糸に生糸、経糸に人絹・絹紡撚糸を配した交織

織物にファンターシと命名して内地向け婦人ショール地・コート地として売り出した（福井県織物同業組合『五

十年史』１９３７年９月、２９３頁）。戸田はその後人絹糸応用織物の各種意匠登録を行い、さらに自ら人絹糸生産に取
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り組むなど、福井における人絹使用の先駆者であった。しかしながら、「人絹万能」時代直前の市場見通しが未

だ不鮮明な状況の中で過大な設備投資が祟り、１９２７年の末、彼の経営する丸和織物株式会社は経営不振に陥り事

実上倒産する。この時の賃金不払いが原因となり、「男女別浴場を設置すること」などの待遇改善要求で有名な

「丸和織物争議」が発生した。しばしば誤解されることであるが、「丸和織物争議」は人絹織物不況の中で生じ

たものではなく、人絹織物産地確立以前の模索期において生じた争議である。

１２）山崎廣明『日本化繊産業発達史論』１９７５年１０月、東京大学出版会、および日本化学繊維協会編『日本化学繊維産

業史』１９７４年１２月。

１３）県統計書の工業統計数値は、『農商務省統計表』（１９２５年の農林省と商工省の分離後は『商工省統計表』）系列の数

値である。絹については、１９２５年の「商工省統計報告規則」によって「人造絹糸ハ絹糸ト看做シテ調査スヘシ」

とされ、以後人絹使用の織物の大部分は絹織物ないし絹綿交織物に数えられることになった。したがって、県統

計書の数字の上では、絹織物の産額が２６年以降急激な増大を示している。詳細は、拙稿「工業」（『福井県史 資料

編１７統計』１９９３年３月、解説編所収）を参照せよ。

１４）『福井新聞』１９２５年６月１２日、１９２６年１月１３日。

１５）１９２６年の県織物同業組合の調査によれば、綿ポプリンの経糸には８０番手ないし６０番手の双糸、緯糸には３２番手双

糸または４２番手ないし３２番手の三合糸を用いている。そのほか福井産地で製織される綿朱子、綾織、縮緬などは

４２番手以下の太糸が利用されていた。『福井新聞』１９２６年３月２日。

１６）前掲福井県織物同業組合、３１５頁。

１７）同書３１１頁。１９２５年２月に行われた組合の絹業研究会第一部会での検討においても、絹糸と人絹糸の識別が製品段

階で困難になること、横浜の堀越商会を経てアメリカの業者から、日本の羽二重の声価を維持するために人絹混

織羽二重の取引は絶対拒否との声が届いていることなどの否定的な意見が出された。また松井文太郎組合長、松

澤茂福井県輸出絹織物検査所長といった上層部の意見も同様であった。『福井新聞』１９２５年２月５日、同６日、

同１８日、６月１０日。

１８）『福井新聞』１９２５年２月１６日の竹下源次郎福井県輸出綿織物検査所主任の言、『同』６月１１日の松井組合長の言。

１９）前掲拙稿「福井織物産業集積における『テクノロジー空間』の形成」９～１４頁。

２０）戦前の福井県工業試験場の「業務工程報告」は、１９１１年（明治４４）度から毎年発行された。かつて、福井県繊維工

業試験場に１９３５年度までの現物が保管されていたが、１９８５年の福井県工業技術センターへの統合移転後、現物は

行方不明となっている。著者は、他に現物やこの期間全体を通した完全な複製を目にしたことがなく、この時期

の県工業試験場の活動の分析は、残念ながら困難な状況になってしまった。

２１）竹下源次郎「福井人絹織物沿革史」（福井経済新聞社編『福井人絹発展史』１９３７年）５６頁。

２２）『福井新聞』１９３０年１０月２４日。

２３）『同』１９３０年１０月２５日。こうした批判を受けて工業試験場では翌３１年度に大幅二色捺染機（仲井逸義製、８８０円）を

購入した（福井県工業試験場『昭和六年度業務工程報告』１９３２年３月）。

２４）白木沢旭児『大恐慌期日本の通商問題』御茶の水書房、１９９９年、３０３頁、表１０－１より算出。

２５）福井県産人絹織物が最終的にどこの国・地域にどれだけ輸移出されたかは、統計上完全に把握することはできな

い。織物商との間で仕向地が予め定まっている場合はいわゆる直輸移出が行われるので検査高の仕向先別の数字

が表れるが、仕向地先が未定のまま横浜、神戸、大阪の織物商に売却する場合には、それがどこへ売られるかわ

からず、数字の把握が不可能だからである。

２６）『福井新聞』１９２７年１２月２１日。

２７）『同』１９２８年８月９日。

２８）『同』１９２８年１２月７日。

２９）２００３年（平成１５）にリニューアル・オープンされた福井県立歴史博物館では、１８８４年に福井織工会社に導入された

ジャカード機が復元され、それを用いた公開製織も行われている。平織が中心である羽二重の発展という観点か

らすると、ジャカード装置よりもバッタン機の導入の方が福井産地にとっては重要であるが、その後の人絹織物

の普及過程においてジャカード使用の経験が生きてくる点は興味深い。

３０）『福井新聞』１９２８年１１月２２日、同年１２月６日・１６日、１９２９年４月１６日、同年１０月２６日。

３１）この時期のインドの貿易収支の悪化とルピー危機の発生については、前掲拙稿「再建金本位制下のプロト・スタ

ーリング地域」２２７～３４頁を参照されたい。

３２）『福井新聞』１９３０年１０月７日には、インド向け人絹織物の売れ行き不振の原因として、カルカッタ商品陳列所から
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の回答が掲載されている。

１．サーダ法の施行により幼年者結婚が禁止され挙式が激減したため式用各種絹物が大打撃を受けた。

２．外国綿布不買運動の中心であるボンベイで外貨排斥の動きが強く、絹物主要輸入港であるボンベイの取引が激

減している。

３．世界不況により、綿花・ジュート等の農作物の売行きが悪く、購買力の減退が甚だしい。

４．独立運動の騒擾により一般の商取引が渋滞し、インド人として贅沢品に属する絹物類の売行きが想像以上に悪

化している。

３３）前掲山崎、２５５～７２頁。なお、同書２６９頁によれば、「職工一人当り平均賃金は、昭和２年の１．４９円から５年の１．３９

円、８年の１．１０円、１１年の０．９４円へと傾向的に急落した」とあり、ここで２割程度の賃金下落としたのは、この

昭和２年と８年とを比較したものである。

３４）武生町孝久與作工場の例が『福井新聞』１９２７年１０月２１日に掲載されている。

３５）『福井新聞』１９２９年５月１日、同２２日、２３日。

３６）『同』１９３０年４月２９日、６月１９日、同２７日。

３７）セーレン株式会社百年史編集委員会『セーレン百年史』１９９０年１１月、１３０頁。

３８）『福井新聞』１９３１年３月１５日、同１６日、１８日、２６日、４月５日、同１０日。

３９）『同』１９３１年９月２７日、１０月１０日、１１月７日、同１１日、１７日、１９日。

４０）『同』１９３２年２月２４日。

４１）前掲福井県織物同業組合、３５７～６３頁。

４２）ポンド相場については、侘美光彦『世界大恐慌―１９２９年恐慌の過程と原因』御茶の水書房、１９９４年１２月、６５９～６０

頁、円相場については、伊藤正直「対外経済関係」社会経済史学会編『一九三〇年代の日本経済』東京大学出版

会、１９８２年４月４４～４６頁。

４３）『福井新聞』１９３４年１月１６日。

４４）１９３４年４月から、福井県織物同業組合検査所が行った機業家の織物採算調査の結果が『福井新聞』にほぼ毎月掲

載されるようになった。たとえばこの４月の採算状況は、次のようになっている。

双人平 双人紋 双人朱子

１疋の糸価格 ８円３６銭 ８円３６銭 １０円１１銭

１疋の工賃 １円２０銭 １円８０銭 １円５０銭

１疋の原価 ９円５６銭 １０円１６銭 １１円６１銭

１疋の売価 ８円６４銭 ８円８８銭 １０円２０銭

差引（△は損） △９２銭 △１円２８銭 △１円４１銭

この採算調査では、原価＝糸価＋工賃となっているが、以降の原価計算では、工賃は上の表中の全部が固定さ

れ、糸価の変動が直接原価の変動に反映するようになっている。こうした計算をすること自体、糸価が原価の規

定要因であるという認識が自明のことであったのかもしれない。

４５）前掲山崎、２９９頁、第１５図による。

４６）１９３２年末から翌３３年初めにかけての激しい騰落は、３３年１～２月に複数の商店の整理を招いた。また３４年夏に騰

落が発生した際にも市内笠原商店が解散に陥った。さらに同年末以降の新たな人絹糸価の継続的下落局面で、翌

３５年４月には群小商店の閉鎖が発生した（『福井新聞』１９３３年１月２５日、３月２２日、１９３４年７月１９日、１９３５年４月

３日）。オッパ取引の弊害を除去することを期して日本で最初の人絹取引所が開場したのは１９３２年５月１４日であ

ったが、相場取引の破綻そのものが回避されたわけではなく、このように相場の騰落による市中の不安はたびた

び発生した。もっともこれが引き金となって産地全体の全面的な取引停止や景気後退が生じたわけではなく、あ

くまでも一過性の不安に過ぎなかった。

４７）１９３２年９月にはボイル組合に対抗して福井ニノン会が結成された。同年１０月に福井県織物同業組合長となる土田

幸作、その後任として３４年１０月に選出される中島與作は共に人絹ボイル組合の中心的存在であったが、その１年

後に中島の死後の残任期間の組合長として選出されたのは、３２年９月に福井ニノン会の会長に就任した山田仙之

助であった。この時期の福井産地「コミュニティ」の状況を象徴する出来事の一つである。

４８）前掲福井県織物同業組合、３６５～６７頁。

４９）『福井新聞』１９３４年９月１４日。

５０）前掲福井県織物同業組合、３９４～９５頁。
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５１）『同』１９３４年９月２１日、１０月１３日、１１月５日、１２月１９日、１９３５年６月１３日。

５２）前掲山崎、３１９頁。

５３）『福井新聞』１９３５年５月１４日、１９３６年７月１９日。

５４）『同』１９３４年１２月２日、１９３５年９月１７日、１２月１７日、１９３６年３月３１日、８月１５日。

５５）前掲山崎、２０２頁。

５６）『福井新聞』１９３２年７月２１日、１９３３年７月７日、同３０日、１０月７日、１９３５年８月１８日、１９３６年５月１８日。

５７）『同』１９３６年８月２２日、１１月１１日。

５８）『同』１９３７年４月１８日。

５９）『同』１９３７年４月１３日。

６０）前掲白木沢「『人絹王国』の誕生」、１７９～８１頁。
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新たに受け入れた中世資料から（２）

小泉長治書状（山内秋郎家 X０１４２－００００２）
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